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人事行政の運営等の状況の公表について 
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【兵庫県人事行政の運営の状況】 

 

Ⅰ 職員の任免の状況 

 

１ 職員の採用状況 

(1) 採用試験            （平成22年度） 

区  分 上 級 中 級 初 級 経験者 計 

一 般 行 政 職 121人 12人 34人 7人 174人

一 般 事 務 職 29人 0人 9人 4人 42人

警 察 事 務 職 13人 0人 2人 0人 15人

教 育 事 務 職 19人 0人 7人 0人 26人

小中学校事務職 17人 0人 15人 0人 32人

 

そ の 他 技 術 職 43人 12人 1人 3人 59人

技 能 労 務 職 ― ― ― ― 0人

教 育 職 1,038人 ― ― ― 1,038人

警 察 職 329人 ― 120人 ― 449人

計 1,488人 12人 154人 7人 1,661人

※教育職については、大卒相当として上級の欄に記載 

 

(2) 採用選考            （平成22年度） 

区  分 知事部局 教育委員会 警察本部 病院局 計 

行 政 職 （ ※ ） 98人 32人 6人 22人 158人

医師・歯科医師職 0人 0人 0人 17人 17人

研 究 職 0人 1人 2人 0人 3人

警 察 職 ― ― 55人 ― 55人

計 98人 33人 63人 39人 233人

※職種転換、国からの派遣者の帰任等を含む 

 

２ 職員の退職状況            （平成22年度） 

区  分 普通退職 勧奨退職 定年退職 
退 職 手 当 

支給者数合計 
退職者数合計

一 般 職 員 231人 91人 494人 816人 852人

うち技能労務職員 1人 6人 41人 48人 48人

教 育 公 務 員 177人 442人 1,142人 1,761人 1,952人

警 察 官 65人 109人 181人 355人 472人

計 473人 642人 1,817人 2,932人 3,276人
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Ⅱ 職員の給与・定員管理等の状況 

 

１ 総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 
(平成22年度末) 

歳 出 額 

Ａ 
実質収支

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 
平成21年度の

人件費率 

平成22年度 
人 

5,580,139 

千円

2,221,659,733

千円

668,635

千円

572,441,788

％ 

25.8 

％

25.9

 

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

給     与     費 
区 分 

職員数 

  Ａ 
給 料 職員手当 期末・勤勉手当   計 Ｂ 

1人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 

平成22

年度 

人 

56,222 

千円 

255,483,891 

千円

54,137,377

千円

96,628,296

千円

406,249,564

千円 

7,226 

   （注）１ 職員手当は退職手当を除く。 

     ２ 職員数は平成22年４月１日現在の人数である。 

 

 (3) 特記事項 

給与の抑制措置 

 一般職 特別職 

平成12年度 ・初任給基準の引下げ 

・管理職手当の3％減額措置 

・期末手当独自0.3月分引下げ (単年度) 

・給料の減額 

  知事      ：10％減額 

  副知事     ： 7％減額 

  出納長、教育長等： 5％減額 

  その他     ： 3％減額 

・期末手当の支給内容を国準拠に改正 

        （4.95月→3.75月） 

平成13年度 ・12月昇給延伸の実施 

・管理職手当の3％減額措置(継続) 

・期末手当独自0.1月分引下げ(単年度) 

・給料の減額（継続） 

・期末手当独自0.15月分引下げ(単年度) 

平成14年度 ・12月昇給延伸の実施(継続) 

・管理職手当の3％減額措置(継続) 

・給料の減額（継続） 

平成15年度 ・12月昇給延伸の実施(継続) 

・管理職手当の3％減額措置(継続) 

・退職手当の見直し（支給率の見直し） 

・給料の減額（継続） 

・退職手当の減額 

 (知事・副知事・出納長：10％減額) 

平成16年度 ・12月昇給延伸の実施(継続) 

・管理職手当の10％減額措置 

・退職時特別昇給の廃止 

・旅費の見直し 

・給料の減額（継続） 

・退職手当の減額（継続） 

・期末手当の減額 

  知事      ：10％減額 

  副知事     ： 7％減額 

  出納長、教育長等： 5％減額 

  その他     ： 3％減額 

平成17年度 ・12月昇給延伸の実施(継続) 

・管理職手当の10％減額措置(継続) 

・昇給停止年齢の引下げ 

・給料の減額（継続） 

・退職手当の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 
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 一般職 特別職 

平成18年度 ・管理職手当の10％減額措置(継続) 

・特殊勤務手当の見直し 

 (月額手当の日額化、手当の廃止・統合、

   対象業務の見直し) 

・給料表の見直し(平均4.8％引下げ等) 

・昇給制度の見直し 

 (査定昇給の導入、55歳昇給抑制措置の導

入、枠外昇給制度の廃止等) 

・地域手当の新設 

・退職手当の見直し 

(支給率の見直し、調整額の新設) 

・勤勉手当への勤務実績の反映 
※12月昇給延伸については平成17年度で終了

・給料の減額（継続） 

・退職手当の減額（継続) 

・期末手当の減額（継続) 

平成19年度 
 

・管理職手当の10％減額措置(継続) 

・特殊勤務手当の見直し 

・勤勉手当への勤務実績の反映 

・給料の減額(継続) 

・退職手当の継続(継続) 

・期末手当の減額(継続) 

平成20年度 

 

・給料の減額 

行政職は次のとおり減額(他の職種も行 

政職との均衡により減額) 

【管理職】 

部長・局長級   ：  9％減額 

課長級      ：  8％減額 

副課長級     ：  6％減額 

【一般職員】 

主任専門員級   ：  5％減額 

係長・主査・主任級：4.8％減額 

若手職員     ：4.5％減額 

※地域手当の2％引下げ含む。 

（地域手当） 

区分 見直し前 見直し後

１級地 10％ 8％

２級地 7％ 5％

３級地 5％ 3％

・期末・勤勉手当の減額 

役職加算・管理職加算を減額することに

より、役職に応じて3％～16％減額 
 

（役職加算率）20％→10％ 10％→6％ 

       15％→7.5％ 5％→4％ 

（管理職加算率）20％→10％  

15％→7.5％ 10％→5％
 

・管理職手当の減額 

管理職全員 10％減額 → 20％減額 

・初任給基準の引下げ 

全職種 ２号給引下げ 

・昇格基準の見直し 

行政職３級及び４級について、昇格基準

を２年間延伸 

・給料の減額 

  知事      ：20％減額 

  副知事     ：15％減額 

  教育長等    ：10％減額 

  防災監等    ： 7％減額 

・地域手当の見直し 2％引下げ 

（10％→8％） 

・期末手当の減額 

 知事      ：30％減額 

  副知事     ：28％減額 

  教育長等    ：26％減額 

  防災監等    ：25％減額 

※ 基本額の減額、役職に応じた加算

の減額、＋0.05月改定見送り等によ

る減額 

・退職手当の減額 

 知事      ：約20％減額 

（支給割合の10％減額を含む。） 

  副知事     ：約20％減額 

（支給割合の10％減額を含む。） 

(参考）議員報酬月額の減額 
県議会においても、行財政構造改革への取組み

を踏まえ、当分の間、議員の報酬月額等を次のと

おり減額する措置が講じられる。 

 議長      ：報酬月額10％減額

加算額25％減額 

  副議長     ：報酬月額10％減額

           加算額25％減額 

  議員      ：報酬月額10％減額
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 一般職 特別職 

平成21年度 

 

・給料の減額（継続） 

・期末・勤勉手当の減額（継続） 

・管理職手当の減額（継続） 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

・退職手当の減額（継続） 

(参考）議員報酬月額の減額についても継

続 

平成22年度 

 

・給料の減額（継続） 

・期末・勤勉手当の減額（継続） 

ただし、平成22年度に限り、役職加算の

減額措置を一部緩和。 

（役職加算率）20%→12%  10%→7.8%  

15%→9.4%   5%→5% 

・管理職手当の減額（継続） 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

・退職手当の減額（継続） 

(参考）議員報酬月額の減額についても継

続 

平成23年度 

(12月現在) 
・給料の減額（継続） 

・期末・勤勉手当の減額（継続） 

ただし、平成23年度に限り、役職加算の

減額措置を一部緩和。 

（役職加算率）20%→12%  10%→7.8%  

15%→9.4%  5%→4.4～5%

・管理職手当の減額（継続） 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

・退職手当の減額（継続） 

(参考）議員報酬月額の減額についても継

続 

 

 (4) ラスパイレス指数の状況（５年前との比較・各年４月１日現在） 

(H22)(H22)

(H17)(H17) 

都道府県平均兵庫県 

105 

100 

95 

90 

98.998.2

99.7 99.6

 
（注） ラスパイレス指数とは国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員

の給与水準を示す指数である。 

 

【参考】 地域手当補正後ラスパイレス指数    98.3  （平成22年４月１日現在） 

（注） 「地域手当補正後ラスパイレス指数」は、地域手当を加味した地域における国

家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補

正したラスパイレス指数である。 
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 (5) 給与改定の状況 

  ① 月例給 

人事委員会の勧告 

区  分 
民間給与 

Ａ 

公務員給与

Ｂ

較差 

Ａ－Ｂ

勧告 

（改定率）

給与改定率 
(参考) 

国の改定率

平成22年度 
415,573円 

 

416,300円

[395,635円]

△727円

(△0.17％)

19,938円

(5.04％)

改定 

（△0.1％）

改定 

（△0.1％） 

改定 

（△0.1％）

（注）１ 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレ

ス比較した平均給与月額である。 

２ [ ]内は新行財政構造改革推進方策を踏まえた減額措置後の額。 

３ 月例給の改定は、平成23年４月より実施。 

  ② 特別給 

人事委員会の勧告 

区  分 民間の支給

割合 

Ａ 

公務員の 

支給月数 

Ｂ

較差 

Ａ－Ｂ

勧告 

（改定月数）

年間支給 

月数 

（参考） 

国の年間支

給月数 

平成22年度 
3.97月 

 

4.15月 △0.18月 改定 

(△0.20月)

3.95月 

 

3.95月

（注） 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給

月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 
 
２ 一般行政職給料表の状況（平成23年４月１日）                    （単位：円）  

   ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級 特10級

１号給の 

給料月額 
135,600 185,800 215,600 261,900 289,200 320,600 366,200 413,000 466,700 532,000

最高号給の 

給料月額 
243,700 296,800 354,700 387,600 407,700 427,200 461,400 483,600 543,900 572,900

 
３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成23年４月１日現在） 

  ① 一般行政職  

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

兵 庫 県 44.2歳 340,900円 431,744円

国 42.3歳 327,205円 －

② 技能労務職  

区 分 平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額

兵 庫 県 51.2歳 792人 331,200円 396,670円

 うち保安員 48.6歳 34人 323,500円 393,979円

 うち用務員 52.9歳 300人 338,800円 403,397円

 うち自動車運転員 50.3歳 92人 329,400円 407,231円

国 49.5歳 3,689人 283,862円 －
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③ 高等学校教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

兵 庫 県 46.4歳 395,800円 463,132円

 

④ 中学校・小学校教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

兵 庫 県 43.5歳 369,900円 424,589円

 

⑤ 警察職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

兵 庫 県 39.1歳 322,800円 448,145円

国 41.2歳 316,868円 －

（注）１ 「平均給料月額」とは平成23年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、超過勤務

手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか

にされているものである。 

 

(2) 職員の初任給の状況                               （平成23年４月１日現在） 

区 分 兵 庫 県 国 

大 学 卒 174,330円（178,800円） 181,200円
一般行政職 

高 校 卒 140,888円（144,500円） 140,100円

技能労務職 高 校 卒 137,280円（140,800円） 137,200円

大 学 卒 194,708円（199,700円） ―
高等学校教育職 

短 大 卒 172,770円（177,200円） ―

大 学 卒 194,708円（199,700円） ―中学校・小学校 

教育職 
短 大 卒 172,770円（177,200円） ―

大 学 卒 197,535円（202,600円） 203,100円
警 察 職 

高 校 卒 166,043円（170,300円） 158,100円

（注）（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 
 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況             （平成23年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

大 学 卒 255,624円 319,934円 359,688円
一般行政職 

高 校 卒 215,163円 265,866円 317,609円

技能労務職 高 校 卒 230,202円 254,893円 294,661円

高等学校教育職 大 学 卒 304,577円 358,830円 396,886円

大 学 卒 308,136円 361,868円 394,690円中学校・小学校 

教育職 
短 大 卒 280,192円 331,370円 368,065円

大 学 卒 287,256円 342,424円 376,883円
警 察 職 

高 校 卒 249,481円 298,973円 343,075円
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４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況              （平成23年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

特10級 理事、会計管理者 3人 0.04％ 

10級 部長、局長 県民局長 39人 0.5％ 

9級 局長 県民局の副局長 120人 1.5％ 

8級 課長 地方機関の長 381人 4.7％ 

7級 副課長、主幹 地方機関の副所長、主幹 781人 9.5％ 

6級 課長補佐、係長 地方機関の課長 1,973人 24.1％ 

5級 主査 地方機関の課長補佐 2,920人 35.7％ 

4級 主任 1,077人 13.2％ 

3級 職員 374人 4.6％ 

2級 職員 503人 6.2％ 

計 8,171人 100.0% 

（注）１ 本県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数（給与実態調査ベース）である。 

         ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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５ 職員の手当の状況 

(1) 期末手当・勤勉手当                        （平成23年４月１日現在） 

兵  庫  県 国 

１人当たり平均支給額（平成22年度決算） 

1,760千円 
－ 

（平成22年度支給割合） 

            期末手当  勤勉手当 

一般職員     2.60 月分    1.35 月分 

特定幹部職員  2.20 月分   1.75 月分 

再任用職員      1.45 月分    0.65 月分 

（平成22年度支給割合） 

          期末手当  勤勉手当 

一般職員     2.60 月分    1.35 月分 

特定幹部職員  2.20 月分   1.75 月分 

再任用職員      1.45 月分    0.65 月分 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 ・役職加算   5～20％（抑制後 4～10％） 

 ・管理職加算 10～25％（抑制後 5～10％） 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 ・役職加算   5～20％ 

 ・管理職加算 10～25％ 

 

 (2) 退職手当                             （平成23年４月１日現在） 

兵  庫  県 国 

（支給率）       自己都合  定年・勧奨 

勤続20年        23.5 月分  30.55月分 

勤続25年        33.5 月分   41.34月分 

勤続35年        47.5 月分   59.28月分 

最高限度額      59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職の特例措置 2～20％加算 

１人当たり平均支給額 3,435千円  28,082千円 

（支給率）       自己都合  定年・勧奨 

勤続20年     23.5 月分  30.55月分 

勤続25年        33.5 月分   41.34月分 

勤続35年     47.5 月分   59.28月分 

最高限度額    59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職の特例措置 2～20％加算 

１人当たり平均支給額     －        － 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均

額である。 

 

 (3) 地域手当                                     （平成23年４月１日現在） 

支給実績（平成22年度決算） 16,621,153千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 299,534  円

支給対象地域 支給対象職員数 支給率 国の制度（支給率） 

神戸市 尼崎市 西宮市 

芦屋市 伊丹市 宝塚市 

明石市 川西市 

東京都特別区 

30,982人 8％      18、15、12、10、6％

姫路市              5,249人 5％ 3％

上記以外の市町             19,257人 3％ 6、3、0％
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 (4) 特殊勤務手当                         （平成23年４月１日現在） 

支給実績（平成22年度決算）                          2,776,600千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）                107,620 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度）                     36.7％ 

手当の種類（手当数）                          52 

手当の詳細            P.42 参照 

  （注）支給の根拠となる条例が異なる類似の手当は手当数から除いている。 

 

 (5) 超過勤務手当                          

支給実績（平成22年度決算） 6,691,645千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 119千円 

支給実績（平成21年度決算） 6,694,477千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 118千円 

 

 (6) その他の手当                            （平成23年４月１日現在） 

手当名 内   容 支給単価 

国の制

度との

異  同

国の制度

と異なる

内    容

支給実績 

(22年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

(22年度決算) 

扶養手当 扶養親族のある職員

に支給 

・配偶者  13,000円/月

・配偶者以外の扶養親族 

        6,500円/月

・職員に配偶者がいない場

合は、職員の扶養親族の

うち１人 

       11,000円/月

※16歳から満22歳までの扶

養親族たる子に係る加算

額１人につき5,000円/月

加算 

同 ― 

千円 

6,882,107 

 

円

249,596

【借家・借間居住者】 

・家賃23,000円以下 

  月額 家賃－12,000円 

・家賃23,000円超 

 57,000円以下 

  月額(家賃額－23,000円)

   ×1/2＋11,000円 

・家賃57,000円超 

 月額 28,000円(支給限度額)

異 

国は支給

限度額 

27,000円

住居手当 自ら居住するための

住宅等を借り受け、

家賃等を支払ってい

る職員又はその所有

に係る住宅に居住す

る職員で世帯主であ

るもの等に支給 

【持家居住者】 

1,600円/月 異 

国は平成

21年12月

から廃止

千円 

3,514,096 

円

110,841
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手当名 内   容 支給単価 

国の制

度との

異  同

国の制度

と異なる

内    容

支給実績 

(22年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

(22年度決算) 

初任給調

整手当 

医師等、採用による

欠員の補充が困難で

ある職に採用された

職員等に支給 

採用困難の程度等を考慮し

て定める職の区分及び採用

の日以後の期間の区分に応

じて支給 

上限額：365,500円/月 

 

異 

最高支給

額の措置

期間の10

年間延長

千円 

91,437 

円

2,285,925

【公共交通機関利用者】 

６箇月定期等廉価な価額に

よる運賃等相当額 

最高支給限度額：59,000円

異 
国上限額

55,000円

通勤手当 通勤のため、交通機

関等を利用している

職員又は自動車等を

使用している職員等

に支給 
【交通用具使用者】 

通勤距離に応じて支給 

自動車 

 6km未満 4,100円/月～ 

  （上限額55,000円） 

異 
国上限額

24,500円

千円 

7,873,673 

円

154,032

単身赴任

手当 

公署を異にする異動

等を伴い単身で生活

することとなった職

員に対して支給 

月額 23,000円＋加算額 

加算額は、配偶者住居との

距 離 に 応 じ て 6,000 ～

45,000円/月 

同 ― 
千円 

100,695 

円

316,651

管理職手

当 

管理又は監督の地位

にある職員に対して

支給 

39,700～139,300円/月 

職責に応じた定額 同 ― 
千円 

2,565,585 

円

592,788

農林漁業 

普及指導

手当 

農林漁業の普及指導

に関する事務に従事

する職員に支給 

給料月額に7/100を乗じた

額   
千円 

94,898 

円

402,110

特地勤務

手当 

離島その他の生活の

著しく不便な地に所

在する事務所等に勤

務する職員に対して

支給 

給料及び扶養手当の月額に

対して、4/100～25/100まで

の範囲で、公署の区分に応

じた一定率を乗じて得た額

同 ― 
千円 

20,894 

円

366,561

へき地手

当 

交通条件及び自然

的、経済的、文化的

諸条件に恵まれない

山間地又は離島に所

在する学校又はこれ

に準ずる学校等に勤

務する職員に対して

支給 

給料及び扶養手当の月額に

対して、4/100～25/100まで

の範囲で、学校の区分に応

じた一定率を乗じて得た額
  

千円 

146,364 

円

157,381
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手当名 内   容 支給単価 

国の制

度との

異  同

国の制度

と異なる

内    容

支給実績 

(22年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

(22年度決算) 

寒冷地手

当 

毎年11月から翌年３

月までの各月の初日

において旧美方郡村

岡町及び美方町並び

にそれら均衡上必要

があると認められる

事務所に在籍する職

員に対して支給 

扶養親族のある世帯主であ

る職員:17,800円/月 

 

扶養親族のない世帯主であ

る職員:10,200円/月 

 

その他職員: 7,360円/月 

同 ― 
千円 

11,793 

円

60,168

夜勤手当 正規の勤務時間とし

て午後10時から翌日

の午前５時までの間

に勤務した職員に対

して支給 

勤務した時間１時間につ

き、勤務時間１時間当たり

の給与額に25/100を乗じた

額 

同 ― 
千円 

933,136 

円

190,281

宿日直手

当 

宿直勤務又は日直勤

務を命ぜられた職員

に対して支給 

4,200円/１回  

（職種、勤務内容により増

減あり） 

同 ― 
千円 

1,299,296 

円

269,563

管理職員

特別勤務

手当 

管理職手当を受ける

職員が臨時又は緊急

の必要その他の公務

の運営の必要により

週休日等に勤務した

場合に支給 

4,000円～12,000円／回 

同 ― 
千円 

2,138 

円

  11,433

定時制 

通信教育

手当 

高等学校で本務とし

て定時制又は通信教

育に従事する教育職

員等に支給 

給料月額に10/100を乗じた

額（管理職手当を受ける者

にあっては8/100） 
  

千円 

270,136 

円

 577,214

産業教育

手当 

高等学校で農業、水

産又は工業に関する

産業教育に従事する

教育職員に支給 

給料月額に10/100を乗じた

額 
  

千円 

285,496 

円

 522,886

義務教育

等教員特

別手当 

小学校・中学校、高

等学校、中等教育学

校、盲学校、聾学校

又は養護学校に勤務

する教育職員に支給 

上限額：20,700円/月 

職務の級号給に応じた定額

  
千円 

3,411,058 

円

 101,710
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６ 特別職の報酬等の状況 

（平成23年４月１日現在） 

区   分 給 料 月 額 等 

給 

料 

知   事 

副 知 事 

     1,128,000円（ 1,410,000円） 

       943,500円（ 1,110,000円） 

報 

酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

      994,500円（ 1,140,000円） 

      919,500円（ 1,040,000円） 

      837,000円（  930,000円） 

期 

末 

手 

当 

知   事 

副 知 事 

議   長 

副 議 長 

議   員 

     （平成22年度支給割合） 

       6月期 1.45月 

          12月期 1.50月   

        計  2.95月 

退 

職 

手 

当 

 

知   事 

副 知 事 

（算定方式）              （１期の手当額）    （支給時期） 

給料月額×在職月数×0.63     42,638,400円      任期ごと 

給料月額×在職月数×0.45      23,976,000円          任期ごと 

（注）１ 給料は、知事20％、副知事７％を減額している。（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

２ 期末手当は、知事30％、副知事28％を減額している。 

３ 退職手当は、知事・副知事ともに約20％を減額している（支給割合の10％減額を含む。）。 

４ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合にお

ける退職手当の見込額である。 

 
７ 職員数の状況 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

（各年４月１日現在） 

職 員 数               区 分 

部 門 平成22年 平成23年 

対前年 

増減数 
主な増減理由 

議  会 53 52 △  1 

総  務 1,478 1,419 △ 59 

税  務 597 580 △ 17 

民  生 530 510 △ 20 

衛  生 989 964 △ 25 

労  働 222 218 △  4 

農林水産 1,293 1,239 △ 54 

商  工 266 252   △ 14 

土  木 1,744 1,675 △ 69 

・事務事業の見直し 

・業務執行体制の見直し 

・外郭団体への派遣見直し 

一
般
行
政
部
門 

計 7,172 6,909 △263 参考：人口10万人当たり職員数123.9人

教育部門 36,878 36,784 △ 94 生徒数減少に伴う教員減 

警察部門 12,173 12,260 87 警察官の増 

普 

 

通 

 

会 

 

計 

 

部 

 

門 

小 計 56,223 55,953 △270 参考:人口10万人当たり職員数1,003.0人

病  院 4,760 4,788 28 

水  道 57 58   1 

下 水 道 33 31 △  2

そ の 他 155 154 △  1

病院医療体制の強化 

公 

営 

企 

業 

等 

 

 

会 

計 

部 

門 小  計 5,005 5,031 26  

合  計 
61,228 

[67,256]

60,984 

[67,295]

△244 

[39]
参考：人口10万人当たり職員数1,090.8人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。（定員管理調査ベース） 

２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 



平成23年12月27日 火曜日   兵 庫 県 公 報           第４号外 

16 

 (2) 年齢別職員構成の状況 
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平成23年4月1日
現在の構成比
5年前の構成比

 

（％） 

                                    （平成23年４月１日現在） 

区 分 
20歳 

 

未満 

20歳

～  

23歳

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳

～  

35歳

36歳

～  

39歳

40歳
～  

43歳

44歳

～  

47歳

48歳

～  

51歳

52歳

～  

55歳

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 
計 

職員数 
人

184 

人

1,844  

人 

4,867 

人 

5,642  

人

5,545  

人

6,065

人

6,149

人

6,550

人

7,775

人

8,466

人 

7,211 

人 

686 

人

60,984

 

 (3) 職員数の推移 

                                                                 （単位：人・％） 

        年 度 

 

部門別 

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年
過去５年間の 

増減数（率） 

一般行政 8,513 8,279 7,947 7,513 7,172 6,909 △1,604（△18.8％） 

教  育 37,897 37,699 37,366 37,005 36,878 36,784 △1,113（△ 2.9％） 

警  察 12,200 12,325 12,321 12,199 12,173 12,260      60（△ 0.5％） 

消  防 0 0 0 0 0 0     0（ － ） 

普通会計計 58,610 58,303 57,634 56,717 56,223 55,953 △2,657（△ 4.5％） 

公営企業等会計計 4,934 4,927 4,952 4,868 5,005 5,031     97（   2.0%） 

総合計 63,544 63,230 62,586 61,585 61,228 60,984 △2,560（△ 4.0％） 

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。  

 

（参考）一般行政部門の職員数の推移 

年度 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 

職員数 9,413 9,279 9,154 9,033 8,913 8,788 8,633 8,513 

 

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H11比 H19比 

職員数 8,279 7,947 7,513 7,172 6,909 △2,504（△26.6%） △1,370（△14.6%）
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８ 公営企業職員の状況 

 (1) 企業庁の状況 

  ① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区分 
総費用 

    Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費

Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率

Ｂ／Ａ 

(参考)平成21年度の総

費用に占める職員給与

費比率 

平成22年度 
千円 

23,928,778 

千円

3,212,236

千円

1,928,307

％

      8.1

％

         6.7

 

給     与     費 
区分 

職員数 

Ａ 
給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

１人当たり

の給与費 

Ｂ／Ａ 

平成22年度 
人 

184 

千円

791,594

千円

206,858

千円

313,921

千円 

1,312,373 

千円

     7,132

（注）１ 職員手当は退職手当を除く。 

 

イ 特記事項 

給与の抑制措置 

 一般職 特別職（公営企業管理者） 

平成12年度 ・初任給基準の引下げ 

・管理職手当の3％減額措置 

・期末手当独自0.3月分引下げ (単年度) 

・給料の減額：5％減額 

・期末手当の支給内容を国準拠に改正 

 （4.95月→3.75月） 

平成13年度 ・12月昇給延伸の実施 

・管理職手当の3％減額措置(継続) 

・期末手当独自0.1月分引下げ(単年度) 

・給料の減額（継続） 

・期末手当独自0.15月分引下げ(単年度) 

平成14年度 ・12月昇給延伸の実施(継続) 

・管理職手当の3％減額措置(継続) 

・給料の減額（継続） 

平成15年度 ・12月昇給延伸の実施(継続) 

・管理職手当の3％減額措置(継続) 

・退職手当の見直し（支給率の見直し） 

・給料の減額（継続） 

 

平成16年度 ・12月昇給延伸の実施(継続) 

・管理職手当の10％減額措置 

・退職時特別昇給の廃止 

・旅費の見直し 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額：5％減額 

平成17年度 ・12月昇給延伸の実施(継続) 

・管理職手当の10％減額措置(継続) 

・昇給停止年齢の引下げ 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

平成18年度 ・管理職手当の10％減額措置(継続) 

・特殊勤務手当の見直し 

 (対象業務の見直し) 

・給料表の見直し(平均4.8％引下げ等) 

・昇給制度の見直し 

 (査定昇給の導入、55歳昇給抑制措置の

導入、枠外昇給制度の廃止等) 

・地域手当の新設 

・退職手当の見直し 

  (支給率の見直し、調整額の新設)  

・勤勉手当への勤務実績の反映 

※12月昇給延伸については平成17年度で終了 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続) 
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 一般職 特別職（公営企業管理者） 

平成19年度 

 

・管理職手当の10％減額措置(継続) 

・勤勉手当への勤務実績の反映 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続) 

平成20年度 

 

・給料の減額 

行政職は次のとおり減額(他の職種も行

政職との均衡により減額)。 

【管理職】 

部長・局長級   ：  9％減額 

課長級      ：  8％減額 

副課長級     ：  6％減額 

【一般職員】 

主任専門員級   ：  5％減額 

係長・主査・主任級：4.8％減額 

若手職員     ：4.5％減額 

※地域手当の2％引下げ含む。 

区分 見直し前 見直し後

１級地 10％ 8％

２級地 7％ 5％

３級地 5％ 3％

・期末・勤勉手当の減額 

役職加算・管理職加算を減額することに

より、役職に応じて3％～16％減額 

 （役職加算率）20％→10％ 10％→6％

        15％→7.5％ 5％→4％

 （管理職加算率）20％→10％  

15％→7.5％ 10％→5％

・管理職手当の減額 

管理職全員 10％減額 → 20％減額 

・初任給基準の引下げ 

全職種 ２号給引下げ 

・昇格基準の見直し 

行政職３級及び４級について、昇格基準

を２年間延伸 

・給料月額の減額 10％減額 

・地域手当の見直し 2％引下げ 

（10％→8％） 

・期末手当の減額 26％減額 

※ 基本額の減額、役職に応じた加算の減

額、＋0.05月改定見送り等による減額 

平成21年度 ・給料の減額（継続） 

・期末・勤勉手当の減額（継続） 

・管理職手当の減額（継続） 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

平成22年度 ・給料の減額（継続） 

・期末・勤勉手当の減額（継続） 

ただし、平成22年度に限り、役職加算の

減額措置を一部緩和。 

（役職加算率）20%→12%  10%→7.8% 

15%→9.4%   5%→5% 

・管理職手当の減額（継続） 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

平成23年度 

(12月現在) 
・給料の減額（継続） 

・期末・勤勉手当の減額（継続） 

ただし、平成23年度に限り、役職加算の

減額措置を一部緩和。 

（役職加算率）20%→12%  10%→7.8% 

15%→9.4%  5%→4.4～5%

・管理職手当の減額（継続） 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 
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  ② 職員の平均年齢、基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成23年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

兵庫県（企業庁） 46.7歳 406,892円 600,659円 

   （注）基本給には扶養手当と地域手当を含む。平均月収額には期末・勤勉手当等を含む。 

 

  ③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当                      （平成23年４月１日現在） 

兵庫県（企業庁） 兵庫県（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（平成22年度決算） 

             1,706千円 

１人当たり平均支給額（平成22年度決算） 

1,760千円 

（平成22年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

一般職員     2.60 月分     1.35 月分 

特定幹部職員  2.20 月分    1.75 月分 

再任用職員      1.45 月分     0.65 月分 

（平成22年度支給割合） 

            期末手当     勤勉手当 

一般職員     2.60 月分     1.35 月分 

特定幹部職員  2.20 月分    1.75 月分 

再任用職員      1.45 月分     0.65 月分 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 ・役職加算   5～20％（抑制後 4～10％） 

 ・管理職加算 10～25％（抑制後 5～10％） 

（加算措置の状況） 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 ・役職加算   5～20％（抑制後 4～10％） 

 ・管理職加算 10～25％（抑制後 5～10％） 

 

   イ 退職手当         （平成23年４月１日） 

兵庫県（企業庁） 兵庫県（一般行政職） 

 （支給率）       自己都合  定年・勧奨 

 勤続20年        23.5 月分  30.55月分 

 勤続25年        33.5 月分   41.34月分 

 勤続35年        47.5 月分   59.28月分 

 最高限度額      59.28月分   59.28月分 

 その他の加算措置 

  定年前早期退職の特例加算 2～20％加算 

 １人当たり平均支給額  7,742千円  27,422千円 

（支給率）       自己都合  定年・勧奨 

勤続20年        23.5 月分  30.55月分 

勤続25年        33.5 月分  41.34月分 

勤続35年        47.5 月分  59.28月分 

最高限度額      59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職の特例措置 2～20％加算 

１人当たり平均支給額 3,435千円 28,082千円 

   （注）退職手当の１人当たり平均支給額は平成22年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 

ウ 地域手当                （平成23年４月１日現在） 

支給実績（平成22年度決算） 63,034千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 342,574 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

神戸市 尼崎市 西宮市 

芦屋市 伊丹市 宝塚市 

明石市 川西市 

東京都特別区 

8％            139人           8％

姫路市 5％              19人              5％

上記以外の市町 3％              26人              3％
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   エ 特殊勤務手当         （平成23年４月１日現在） 

支給実績（平成22年度決算） 449千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 10,960  円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度） 22.3％

手当の種類（手当数） 6

手当の詳細       P.48 参照

 

   オ 超過勤務手当                          

支給実績（平成21年度決算）       30,595千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）       208千円

支給実績（平成22年度決算）       30,331千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算）       206千円

 

カ その他の手当                         （平成23年４月１日現在） 

手当名 
内容及び 

支給単価 

一般行政職の

制度との異同

一般行政職の

制度と異なる

内容 

支給実績 

（平成22年度決算） 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（平成22年度決算）

扶 養 手 当 33,592千円 252,571円

住 居 手 当 11,407千円 84,499円

通 勤 手 当 39,160千円 218,773円

単身赴任手当 492千円 492,000円

管理職手当 28,152千円 721,838円

特地勤務手当 0千円 0円

寒冷地手当 0千円 0円

夜 勤 手 当 326千円 325,717円

管理職員特別 

勤務手当 

一般行政職と 

同じ 
同 － 

0千円 0円

 

(2) 病院事業の状況 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区分 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は

実質収支 

職員給与費

 

Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率

Ｂ／Ａ 

(参考)平成21年度の総

費用に占める職員給与

費比率 

平成22年度 
千円 

94,943,579 

千円

559,624 

千円

46,794,760

％

49.3 

％

48.9 

 

給     与     費 
区分 

職員数 

   Ａ 
給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 

１人当たり

の給与費 

Ｂ／Ａ 

平成22年度 
人 

4,457 

千円

17,387,112

千円

8,581,660

千円

6,790,361

千円 

32,759,132 

千円

  7,350

   （注）１ 職員手当は退職手当を除く。 

２ 休業中の者を除く。 
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イ 特記事項 

給与の抑制措置 

 一般職 特別職（病院事業管理者） 

平成14年度 ・12月昇給延伸の実施 

・管理職手当の3％減額措置 

・給料の減額：5％減額 

平成15年度 ・12月昇給延伸の実施（継続） 

・管理職手当の3％減額措置（継続） 

・退職手当の見直し（支給率の見直し） 

・給料の減額（継続） 

平成16年度 ・12月昇給延伸の実施（継続） 

・管理職手当の10％減額措置 

・退職時特別昇給の廃止 

・旅費の見直し 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額：5％減額 

平成17年度 ・12月昇給延伸の実施（継続） 

・管理職手当の10％減額措置（継続） 

・昇給停止年齢の引下げ 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

平成18年度 ・管理職手当の10％減額措置（継続） 

・特殊勤務手当の見直し 

 （月額手当の日額化、手当の廃止・統合、

対象業務の見直し） 

・給料表の見直し(平均4.8％引下げ等) 

・昇給制度の見直し 

 (査定昇給の導入、55歳昇給抑制措置の

導入、枠外昇給制度の廃止等) 

・地域手当の新設 

・退職手当の見直し 

  (支給率の見直し、調整額の新設) 

・勤勉手当への勤務実績の反映 

※ 12月昇給延伸については平成17年度で終了

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

平成19年度 

 

・管理職手当の10％減額措置（継続） 

・勤勉手当への勤務実績の反映 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

平成20年度 

 

・給料の減額（医師を除く） 

行政職は次のとおり減額（医師を除く、

他の職種も行政職との均衡により減

額）。 

【管理職】 

部長・局長級   ：  9％減額 

課長級      ：  8％減額 

副課長級     ：  6％減額 

【一般職員】 

主任専門員級   ：  5％減額 

係長・主査・主任級：4.8％減額 

若手職員     ：4.5％減額 

 

※地域手当の2％引下げ含む。 

区分 見直し前 見直し後

1級地 10％ 8％

2級地 7％ 5％

3級地 5％ 3％ 

・給料月額の減額 10％減額 

・地域手当の見直し 2％引下げ 

（10％→8％） 

・期末手当の減額 26％減額 

 

※ 基本額の減額、役職に応じた加算の減

額、＋0.05月改定見送り等による減額 
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 一般職 特別職（病院事業管理者） 

平成20年度 ・期末・勤勉手当の減額（医師を除く。）

役職加算・管理職加算を減額すること 

により、役職に応じて3％～16％減額 

（役職加算率）20％→10％ 10％→6％ 

        15％→7.5％ 5％→4％ 

（管理職加算率）20％→10％  

15％→7.5％ 10％→5％ 

・管理職手当の減額（医師を除く。） 

管理職全員 10％減額 → 20％減額 

・初任給基準の引下げ 

全職種 ２号給引下げ 

・昇格基準の見直し 

行政職３級及び４級について、昇格基準

を２年間延伸 

・看護職給料表の見直し 

 

平成21年度 

 

・給料の減額（継続。医師を除く。） 

・期末・勤勉手当の減額（継続。医師を除

く。） 

・管理職手当の減額（継続。医師を除く。）

・給料月額の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

 

平成22年度 ・給料の減額（継続） 

・期末・勤勉手当の減額（継続） 

ただし、平成22年度に限り、役職加算の

減額措置を一部緩和。 

（役職加算率）20%→12%  10%→7.8% 

15%→9.4%   5%→5% 

・管理職手当の減額（継続） 

・給料月額の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

 

 

平成23年度 

(12月現在) 
・給料の減額（継続） 

・期末・勤勉手当の減額（継続） 

ただし、平成23年度に限り、役職加算の

減額措置を一部緩和。 

（役職加算率）20%→12%  10%→7.8% 

15%→9.4%  5%→4.4～5%

・管理職手当の減額（継続） 

・給料の減額（継続） 

・期末手当の減額（継続） 

 

 

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況 

（平成23年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

兵庫県(病院事業)  

医  師 42.9歳 570,060円 1,259,730円 

看 護 師 37.4歳 310,803円 488,786円  

事務職員 42.6歳 363,885円 573,015円 

（注）１ 基本給には扶養手当と地域手当を含む。平均月収額には期末・勤勉手当等を含む。 

２ 事務職員には、薬剤師、臨床検査技師及び放射線技師等の行政職給料表適用者を含む。 
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③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当                      （平成23年４月１日現在） 

兵庫県（病院事業） 兵庫県（一般行政職） 

１人当たり平均支給額（平成22年度決算） 

1,524千円 

１人当たり平均支給額（平成22年度決算） 

1,760千円 

 

兵庫県（病院事業） 兵庫県（一般行政職） 

（平成22年度支給割合） 

             期末手当    勤勉手当 

一般職員     2.60月分      1.35月分 

特定幹部職員  2.20月分     1.75月分 

再任用職員      1.45月分      0.65月分 

（平成22年度支給割合） 

           期末手当   勤勉手当 

一般職員     2.60月分     1.35月分 

特定幹部職員  2.20月分    1.75月分 

再任用職員      1.45月分     0.65月分 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 ・役職加算   5～20％（抑制後 4～10％） 

 ・管理職加算 10～25％（抑制後 5～10％） 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 ・役職加算   5～20％（抑制後 4～10％） 

 ・管理職加算 10～25％（抑制後 5～10％） 

 

   イ 退職手当                                                （平成23年４月１日現在） 

兵庫県（病院事業） 兵庫県（一般行政職） 

 （支給率）       自己都合  定年・勧奨 

勤続20年     23.5 月分  30.55月分 

勤続25年         33.5 月分  41.34月分 

勤続35年         47.5 月分  59.28月分 

 最高限度額        59.28月分  59.28月分 

 その他の加算措置   

定年前早期退職の特例加算 2～20％加算 

１人当たり平均支給額  2,217千円  24,306千円 

（支給率）       自己都合  定年・勧奨 

勤続20年        23.5 月分  30.55月分 

勤続25年        33.5 月分  41.34月分 

勤続35年        47.5 月分   59.28月分 

最高限度額    59.28月分  59.28月分 

その他の加算措置 

定年前早期退職の特例措置 2～20％加算 

１人当たり平均支給額 3,435千円 28,082千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、平成22年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均

額である。 

 

   ウ 地域手当                                                  （平成23年４月１日現在） 

支給実績（平成22年度決算） 1,474,253千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 330,772 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

神戸市、尼崎市 

西宮市、明石市 
8％ 2,662人 12、10、3％

姫路市 5％ 426人 3％
医師 

以外 

加古川市、丹波市 

洲本市、たつの市 
3％ 1,203人 3、0％

医師 全地域 15％ 581人 15％
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   エ 特殊勤務手当                                               （平成23年４月１日現在） 

支給実績（平成22年度決算） 1,165,098千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 362,620  円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成22年度） 67.3％

手当の種類（手当数） 15

手当の詳細                     P.49 参照

 

   オ 超過勤務手当                          

支給実績（平成21年度決算） 2,142,771千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 502千円

支給実績（平成22年度決算） 2,303,220千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 517千円

（注）超過勤務手当には夜勤手当を含む。 

 

   カ その他の手当                         （平成23年４月１日現在） 

手当名 
内容及び 

支給単価 

一般行政職の

制度との異同

一般行政職の

制度と異なる

内容 

支給実績 

（22年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額 

（22年度決算） 

扶 養 手 当 365,548千円 210,569円

住 居 手 当 379,280千円 156,147円

通 勤 手 当 568,119千円 150,655円

初任給調整手当 1,468,026千円 2,562,000円

単身赴任手当 5,422千円 318,941円

管 理 職 手 当 196,979千円 903,575円

宿 日 直 手 当 407,774千円 425,652円

管理職員特別勤務手当 

一般行政職 

と同じ 
同 － 

27千円 6,750円
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Ⅲ 職員の勤務時間及びその他の勤務条件の状況 

 

１ 職員の勤務時間・休暇 

(1) 職員の勤務時間・休憩時間 

   原則として月曜日から金曜日まで         （平成23年４月１日現在） 

１週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

38時間45分 ８時45分 17時30分 12時00分～13時00分 

 

(2) 主な休暇等の導入状況                       （平成23年４月１日現在） 

条例上の休暇

の種類（名称） 
概 要 取得単位 

年次休暇 １暦年につき20日 

※年の途中に職員となった者は 

 20日×発令日から年末までの月数／12月＝年次休暇日数 

１日、半日又は１時間 

病気休暇 ①公務傷病：任命権者が療養上必要と認める期間 

②精神障害：最長２年以内（90日超は無給） 

③その他の傷病：90日以内 

１日を単位として引き続く期間 

ただし、人工透析の通院治療及び

不妊治療の場合は１日又は１時

間単位、妊産婦の保健指導等の場

合は１時間単位の取得が可能 

選挙権その他公民としての権利行使 必要と認められる期間 

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判

所、地方公共団体の議会その他官公署への出頭 
必要と認められる期間 

骨髄移植のための骨髄液の提供希望者として登録

の申し出を行う場合又は骨髄液を提供する場合 
必要と認められる期間 

ボランティア休暇：１暦年につき５日 1日、又は１時間単位 

結婚の場合：週休日、休日及び代休日を除いて連続

する５日の範囲内の期間 
― 

出産の場合：出産予定日８週間前の日から産後８週

間を経過する日までの期間 
― 

生後１年６月に達しない生児を育てる場合：１日２

回計90分 
― 

配偶者の出産補助休暇：３日 １日、半日又は１時間単位 

子育て支援休暇：中学校就学の始期に達するまでの

子を養育する職員が、その子の看護等を行うため１

暦年につき５日（対象となる子が２人以上の場合は

10日） 

１日、半日又は１時間単位 

親族の喪の場合：親族に応じ異なる（例；配偶者、

父母、子の場合、10日等） 
― 

夏季休暇：6/1～9/30の間に５日 ― 

特別休暇 

 

男性の育児参加のための特別休暇 

→職員の妻が出産する場合であって、その出産予定

日の８週間前の日から産後８週間を経過する日ま

での期間に出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子を養育する職員が、勤務しないこと

が相当であると認められる場合に５日 

１日、半日又は１時間単位 
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条例上の休暇

の種類（名称） 
概 要 取得単位 

特別休暇 短期介護休暇：負傷、疾病、老齢により２週間にわ

たり日常生活を営むのに支障のある要介護者（配偶

者、父母、子、同居している祖父母等）を職員が介

護する必要がある場合に、１暦年につき５日（要介

護者が２人以上の場合は10日） 

１日、半日又は１時間単位 

育児部分休暇 小学校１年生の子を対象とし、いわゆる学童保育施

設に迎えに行く場合（無給） 

１時間を超えない範囲で30分単

位 

介護休暇 負傷、疾病、老齢により、２週間にわたり日常生活

を営むのに支障のある要介護者（配偶者、父母、子、

同居している祖父母等）を職員が介護する必要があ

る場合に６月の期間内（無給） 

１日又は１時間とし、１時間を単

位とする場合は１日を通じ、始業

時刻又は就業時刻の連続した４

時間の範囲内 

 

(3) 育児休業等について 

① 制度の概要           （平成23年４月１日現在） 

休業の種類 

（名称） 
概  要 取得単位 

育児休業 養育する子が３歳に達する日まで取得が可能  １日単位 

育児短時間勤務 

養育する子が小学校就学の始期に達するまでの間、短時間勤

務をすることが可能 

【勤務パターン】 

①３時間55分／日（週19時間35分） 

②４時間55分／日（週24時間35分） 

③週３日（週23時間15分） 

④週２日半（週19時間25分） 

－ 

部分休業 
養育する子が小学校就学の始期に達する日まで正規の勤務時

間の始め又は終わりにおいて１日を通じて２時間を超えない

範囲内で取得が可能 
 30分単位 

   

② 育児休業の取得者数等（平成22年度） 

ア 知事部局等                                （単位：人） 

平成22年度中に新たに育児休業が取得可能となっ

た職員（育児休業対象者数） 

 

育児休業取

得者数 

育児短時間

勤務者数 

部分休業取

得者数 
 うち育児休

業取得者数

うち育児短

時間勤務者 

うち部分休

業取得者数

2 0 0
男性職員 

0 1 0
136 2 0 0

71 18 37
女性職員 

100 12 28
78 71 2 3

73 18 37
計 

100 13 28
214 73 2 3

（注） 「育児休業取得者数」、「育児短時間勤務者数」、「部分休業取得者数」の欄の上段は、平成22

年度に新たに育児休業（育児短時間勤務又は部分休業）を取得した職員数、下段は、育児休業（育

児短時間勤務又は部分休業）の期間が平成21年度以前から平成22年度にかけて引き続いている職

員数。（以下同じ） 
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イ 教育委員会                                                         （単位：人） 

平成22年度中に新たに育児休業が取得可能となっ

た職員（育児休業対象者数） 

 

育児休業取

得者数 

育児短時間

勤務者数 

部分休業取

得者数 
 うち育児休

業取得者数

うち育児短

時間勤務者 

うち部分休

業取得者数

9 0 0
男性職員 

1 0 0
263 9 0 0

578 14 9
女性職員 

763 3 2
578 578 13 8

587 14 9
計 

764 3 2

841 587 13 8

 

ウ 警察本部                                                           （単位：人）   

平成22年度中に新たに育児休業が取得可能となっ

た職員（育児休業対象者数） 

 

育児休業取

得者数 

育児短時間

勤務者数 

部分休業取

得者数 
 うち育児休

業取得者数

うち育児短

時間勤務者 

うち部分休

業取得者数

0 0 0
男性職員 

0 0 0
584 0 0 0

45 6 13
女性職員 

107 3 8
45 45 0 0

45 6 13
計 

107 3 8
629 45 0 0
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Ⅳ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 

１ 分限処分者数（平成22年度）                          （単位：人） 

区  分 降  任 免  職 休  職 降  給 計 

知事部局 0 0 76 0 76

教育委員会 0 0 353 0 353

警察本部 0 0 47 0 47

その他 0 0 71 0 71

計 0 0 547 0 547

 

 ２ 懲戒処分者数（平成22年度）                          （単位：人） 

区  分 戒  告 減  給 停  職 免  職 計 

知事部局 0 5 2 1 8

教育委員会 7 4 15 2 28

警察本部 3 3 4 3 13

その他 0 0 1 0 1

計 10 12 22 6 50
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Ⅴ 職員の服務の状況 

 

１ 服務規律の遵守に関する取組（平成22年度） 

 (1) 知事部局等 

知事部局等では、職員一人ひとりが全体の奉仕者としての自覚に立って、服務規律を遵守し、清潔で公

正な県政を展開する必要があることから、副知事通知「服務規律の遵守について」を年２回発出し、各部

局や各所属においての取組を進めました。 

  ＜主な内容＞ 

   ・日常の服務規律の確保について 

   ・綱紀粛正について 

   ・適正な事務処理について 

 

(2) 教育委員会 

教育委員会では、綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、教育長名の通知を発出し、職員に対し、

その徹底を図りました。 

    ＜主な内容＞ 

      ・綱紀粛正及び服務規律の確保について 

    

(3) 警察本部 

警察本部では、県民の安全を守る力強い警察を確立するため、厳正な規律を保持する必要があることか

ら、本部長名の通達を発出し、職員に対し、規律の振粛と各種事故防止について徹底を図り、また、警察

署等に対する監察を定期・随時に実施しました。 

  ＜主な内容＞ 

   ・異動期における規律の振粛について 

・年末年始における規律の振粛について 
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Ⅵ 職員の研修の状況 

 

１ 知事部局 

(1)  研修体系（平成22年度） 

 

 自治研修所が行う研修 一般研修 新任職員研修
(階層別研修)

職員研修

主任研修

主査研修

地方担当課長補佐研修

監督職研修

管理職研修（副課長級・本庁課長級）

部局長研修

特別研修 政策形成研修(政策課題研究グループ 他）

指導者養成研修(公務員倫理特別研修 他)

法務研修(行政法 他)

地域別研修(管理職研修 他)

専門研修(行政特別研修 他)職

員

派遣研修 国内研修 総務省自治大学校研

修

大学院体

系

各省庁等

大学委託研究生

民間企業等

海外研修 若手職員海外派遣

主査級海外派遣

政策課題海外派遣

海外留学

在外公館派遣

各部局等が行う研修 管理職特別研修 経理研修 国の研修機関等への派遣研修 等、 、

職場研修

自己啓発の支援 語学学習支援事業
通信教育
自主研究グループ育成事業

その他 メンタルヘルス研修、人権研修、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ社会づくり推進ﾘｰﾀﾞｰ研修等
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(2) 研修内容（平成22年度） 

【一般研修】 

研修名 対象者 目 的 
１期

人数

期 

数 

実施 

人数 

期間 

（日） 
時期

新任職員 

研修 

（前期） 

H21.4.2～H22.4.1の間に行

政職及び研究職として採用

された職員 

公務員・県職員としての意識・

心構えの確立を図るとともに、

新任職員として必要な基礎的

知識や態度の習得 

85

60

8

３ 153 10 ４月

新任職員 

研修 

（後期） 

H21.4.2～H22.4.1の間に行

政職及び研究職に採用され

た職員 

県職員としての約半年の経験

を踏まえ、県政及び県政を取り

巻く現状とその動向への理解

を深めるとともに、必要な使命

感等の養成 

72

80

２ 152 ５ 11～

12月

職員研修 H22.4.1において、上級採用

４年目、中級採用６年目、初

級採用８年目の職員。ただ

し、経験者採用職員及び平成

21年度までに当該研修を受

講した職員を除く。 

県政の動向や行政課題を認識

するとともに、県職員としての

自覚を深め意識を改革 

38

34

２ 72 ３ １月

主任研修 ・H21.4.2～H22.4.1の間に主

任に昇任した職員 

・H21.4.2～H22.4.1の間に、

研究職２級45号以上に昇

給した職員 

幅広い視野と現場主義の視点

に立って、主体的に判断し行動

する意欲や能力の養成 

70

64

63

63

70

５ 330 ３ 10～

12月

主査研修 ・H21.4.1～H22.3.31の間に

主査に昇任した職員で、監

督職でない者 

・H21.4.1～H22.3.31の間に

研究職３級に昇格した職

員で、管理監督職でない者

※行政特別研修修了者及び

自治大学校第１部課程派

遣者を除く 

中堅職員に求められる役割認

識や資質の涵養、政策形成能力

の養成 

72

66

70

73

４ 281 ３ ９～

10月

 

地方担当

課長補佐

研修 

H21.4.2～H22.4.1の間に担

当係長又は担当課長補佐に

昇任した職員 

総合的な視野や幅広い識見の

涵養、職務遂行能力の養成 

45

46

２ 91 ２ 12月

監督職 

研修 

（合同） 

H21.4.2～H22.4.1の間に監

督職に昇任した職員 

施策立案力やマネジメント能

力を身につけ、監督職員として

の職務遂行能力の養成 

94

92

96

87

90

５ 

 

459 ３ ６～

７月

管理職 

（副課長

級）研修 

 

H21.4.2～H22.4.1の間に副

課長等に昇任した職員 

 

時代潮流を的確に把握すると

ともに所属長を補佐する管理

職としての役割を認識し、管理

能力の養成 

63

75

72

３ 210 ２ ５～

６月

部局長研

修 

 

部局長 部局長としての高度な行政的

見識の養成 

－ － 82 １ 管理

職特

別研

修と

して

実施
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研修名 対象者 目 的 
１期

人数

期 

数 

実施 

人数 

期間 

（日） 
時期

管理職 

（本庁課

長級）研

修 

H21.4.2～H22.4.1の間に、本

庁の課室長（７級を含む）又

は地方機関の所長等に昇任

した職員 

所属の長として、総合的に職場

を管理運営し、仕事の成果につ

なげる能力の養成 

前期

114

後期

59

56

計

115

２ 115 ３ ５月

 

 

（注）研修名欄の「合同」は県職員と市町職員の合同研修をさす。 

 

【特別研修】 

研修名 対象者 目 的 
１期

人数

期

数 

実施 

人数 

期間 

（日） 
時期

13 ６ 箇

月 

22．

７～

22．

12月

政策課題

研究グル

ープ支援

事業 

(合同) 

主査、主任の職員及び同等の

職にある職員、概ね入庁後５

年以上の経験を有する職員

（研究リーダーについては、

本庁課長等及び地方機関の

長又はそれと同等の職にあ

る職員とする） 

県政の重要政策課題について

の先導的研究を通した政策形

成能力の向上 

18

２ 

 

31 

１ 年

６ 箇

月 

22．

７～

23．

12月

政策づく

りの基本

と実践研

修 

(合同) 

主査（地方機関の課長補佐を

含む）・主任、その他研修に

取り組む意欲が高い職員（管

理・監督職を除く） 

先進事例調査を踏まえた政策

づくりの演習を通した政策形

成能力の向上 

14 １ 14 ９ ８～

11月

管理職政

策づくり

合同研修 

本庁課室長、地方機関所長等 政策課題に関する有識者らに

よる講義や討議を通した政策

判断力の向上 

53 １ 53 ２ ８月

公務員倫

理特別研

修 

①各部局の人事管理・職場運

営管理を担う副課長等（７級

職員）、②特に公務員倫理が

求められる所属において指

導的立場を担う副課長等（７

級職員）、③ ①②に準ずる者

として部局長が推薦する管

理・監督職 

公務員倫理意識の向上と職場

におけるリスクマネジメント

能力の向上 

37 １ 37 ２ 

 

６月

接遇研修

リーダー

研修 

本庁副課長、地方機関副所長

等 

職場接遇向上のための知識の

習得と、県民への対応力の向上

70

60

２ 130 １ ６～

７月

行政法 

（争訟）

研修 

(合同) 

行政法の基礎的知識を有し、

行政訴訟に関する知識を習

得する必要のある者 

損害賠償責任や行政争訟に関

する知識の習得 

77 １ 77 ２ ８月

民法研修 

(合同) 

民法の知識を習得する必要

のある者 

実務に関連する具体例を通し

た職務遂行能力の向上 

80 １ 80 ３ ８～

９月

政策法務

研修 

(合同) 

条例立案等に必要な法務知

識を習得する必要のある者 

条例立案等に必要な知識の習

得 

45 １ 45 ３ ８月
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研修名 対象者 目 的 
１期

人数

期

数 

実施 

人数 

期間 

（日） 
時期

地域別管

理職研修 

(合同) 

地方機関の行政職７級以上

の職にある者及び県民局長

がこれに相当する職にある

と認める者 

管理職として現場主義に立脚

した職務能力の向上 

－ － 1077 １ 県民

局単

位等

で実

施 

地域別監

督職、課

長補佐・

主査研修 

監督職４～５年目の職員で

現に地方機関の監督職にあ

る者及び主査昇任５～６年

目の職員で現に地方機関の

主査（課長補佐）の職にある

者 

監督職、又は中堅職員として現

場主義に立脚した職務遂行能

力の向上 

－ － 499 １ 県民

局単

位等

で実

施 

行政特別

研修 

主査又は地方機関の課長補

佐の職にある者で、選考試験

に合格した職員 

県政遂行に必要な政策企画能

力等と幅広い見識の習得 

 

38 １ 38 27 ７～

９月

５

５

 

 

２ 

 

 

 

10 

 

 

 

５ 

 

 

 

９月

 

行政職実

務研修 

技能労務職から行政職に切

り替えを行う職員 

行政職としての心構えや必要

な知識の習得等   

（電気職・機械職）

 

 

（平成23年度職種転換予定者） 44

38

２ 82 ５ 

 

２～

３月

職場サポ

ートの実

施 

実務能力の向上を図る必要

がある職員の在職する所属 

職務遂行能力の向上に向けた

支援 

２ １ ２ ９ 箇

月 

７～

３月

映像によ

る地域情

報発信研

修（部局

研修と合

同実施） 

映像による地域情報発信手

法を習得する必要のある職

員 

映像コンテンツ制作・発信に必

要な知識の習得 

18

14

２ 32 １ 

 

９月

 

（注）研修名欄の「合同」は県職員と市町職員の合同研修をさす。 

 

【自己啓発】  

研修名 対象者 目 的 
１期

人数

期

数 

実施 

人数 

期間 

（日） 
時期

語学学習 

支援事業 

県職員（臨時的任用職員、非

常勤嘱託員等を含む。） 

語学能力の向上と外国文化等

に対する理解の促進 

－ －   7 １ 

年間 

随時 

４～

３月

通信教育 

講座 

県職員（臨時的任用職員、非

常勤嘱託員等を除く。） 

職員の主体的な自己啓発を促

進するため、通信教育講座の受

講を支援 

－ 117 

ｺｰｽ 

  50 １箇月

～ 

６箇月 

７月

開講

自主研究 

グループ 

育成事業 

全職員 自主的に研究を行うグループ

の活動を奨励することにより、

自己啓発意欲と県職員として

必要な知識・能力等の向上を図

る。 

－ － ８ 

ｸﾞﾙｰ

ﾌﾟ 

９ 箇

月 

６～

２月
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２ 教育委員会 

(1) 研修体系（平成22年度） 

担当者研修 

基本研修 新任研修 [H22 受講者人数] 教育研修所

高校初任者研修（県立高・市立定時制新採教員）[202]

総務課

学校管理職・教育行政職特別研修（新任指導主事等）[34] 
事務局(本庁勤務)臨時的任用職員等の職場研修(臨時的任用職員･ 
非常勤嘱託員･日々雇用職員･団体職員)[27]

教職員課

小中学校事務職員研修講座（初任者）[25]

義務教育課

幼稚園等新規採用教員研修【事務所】[48]
小中学校初任者研修（小中学校の新採教員）[671]

特別支援教育課

初任者研修（公立・県立特別支援学校の新採教員）［27］

体育保健課

新規採用養護教員研修（小中高特別支援）[27]
栄養教諭任用替研修（小中特別支援）[7]

新規採用栄養教諭研修（小中特別支援）[5]

特別支援教育センター

新任特別支援学級担当教員等研修（小中教員）[388]

総務課

県立学校事務職員夏期研修（県立学校事務職員）[163]

教育企画課

防災教育推進指導員養成講座（県立・市町立学校教職員） [93] 
地区別防災教育研修会 (県立・市町立学校教職員)〔教育企画課・事務所〕[1,944]

震災・学校支援チーム（EARTH）訓練研修会（県立・市町立学校教職員）[240] 
地区別情報教育研修会（市町立学校教職員）〔事務所〕[790] 

義務教育課

小中生徒指導担当教員等研修会（小中生徒指導･不登校担当教員）[383] 
地区別生徒指導研究協議会（小中養生徒指導担当）【事務所】[986] 
不登校担当教員研修会（中不登校担当教員）[60]

道徳教育推進担当者研修【義務教育課・事務所】[1,887]

新学習指導要領等に関する教務担当者研修【事務所】[958] 
国語力向上のための教員研修【事務所】[518]

特別支援教育課

学級経営（特別支援教育）研究会(特別支援学級担当教員)【事務所】[1,122] 
教務担当者等研究協議会（公立特別支援）[57]

高校教育課

新規外国語指導助手兵庫県オリエンテーション（県立学校） [36] 
外国語指導助手中間期研修会 [441]

社会教育課

新任派遣社会教育主事研修（新任派遣社会教育主事）[3]
派遣社会教育主事研修（派遣社会教育主事）[28]
地区別社会教育主事研修（派遣社会教育主事）[28]
社会教育主事講習事前・事後研修（教員・行政職員）[12] 

体育保健課

県立学校体育主任会（保健体育科主任）[156]
学校食育推進協議会（小中高特別支援・市町教委）［382］ 
栄養教諭・学校栄養職員研究会（小中高特別支援・市町教委）【体協と共催】[81] 
学校給食衛生管理推進研修(市町立小中特別支援･市町教委)【事務所】[708] 

人権教育課

小中特別支援学校教員人権教育研修【事務所】[1,033]
県立学校人権教育担当教員等研修（人権担当）[182]
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研修 

管理職研修 

部科長研修 

経年研修 

主幹教諭 

教育研修所

5年次高等学校教員研修（5年次県立高・市立定時制教員）[116] 
10年経験者研修（経10年県立高・市立定時制教員）[93] 
15年次高等学校教員研修（15年次県立高・市立定時制教員）[84] 

総務課
主任研修（県立学校行政職員）[9]

主査研修（県立学校行政職員）[18]
担当課長補佐研修（県立学校行政職員）[19]

教職員課

小中学校事務職員研修講座Ⅰ（行政職２級）[39]
小中学校事務職員研修講座Ⅱ（行政職３・４級）[25]
小中学校事務職員研修講座Ⅲ（行政職５級）[25]
小中学校事務職員研修講座Ⅳ（行政職６・７級）[69]

義務教育課

小・中・特別支援学校教職経験者研修（5年次小中特別支援教員）【事務所】[545]
10年経験者研修（経10年小中特別支援教員）【事務所】[193] 
教職経験者（中堅職員）研修（15年次小中特別支援教員）【事務所】[238] 

特別支援教育課

5年次特別支援学校教員研修（5年次県立特別支援教員）[13] 
10年経験者研修（経10年県立特別支援教員）[14]
15年次特別支援学校教員研修（15年次県立特別支援教員）[13] 

体育保健課

5、15年次養護教員研修 [35]
10年経験者研修（経10年養護教員）[14]
5、15年次栄養教諭[13]

栄養教諭10年経験者研修 [1]

義務教育課

幼児教育研修会（園長、教諭、保育士）[538]

高校教育課

職業関係部科長等研究協議会（職業関係部科長・農場長）[61] 
県立高等学校教務部長会（含市立高）[166]

教職員課

主幹教諭研修（県立学校主幹教諭）[86]
主幹教諭研修（市町立学校主幹教諭）[288]

教育研修所

学校経営研修講座（新任校長）【義務教育課】[175]
県立学校学校経営研修講座（新任校長）[52]

総務課

県立学校事務長研修[156]

教職員課

県立学校校長候補者名簿登載者研修 [43]
学校管理職・教育行政職特別研修（新任教頭等）[272]

義務教育課

地区別学校経営研究協議会（小中養校長・教頭）【事務所】[1,733] 

高校教育課

県立学校管理職研修（校長・教頭）[412]

人権教育課

小中特別支援学校管理職人権教育研修（校長・教頭）【事務所】[1,733] 
県立学校管理職人権教育研修（校長・教頭）[375]
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関する 
一般研修 教職に 特別支援教育センター

基礎研修（幼小中高特別支援教員）［1,026］
研修 

運動部活動指導者研修事業（中高教員・運動部活動指導関係者）[199] 
安全教育等指導者研修会（小中高特別支援教員）[270]

エイズ教育薬物乱用防止教育研修会（小中高特別支援保健担当教員）[45] 
兵庫県学校保健研究協議大会（小中高保健・給食関係者）[453] 

関する研修 高等学校産業教育（家庭福祉）研修（高特別支援教員）[44] 

学校体育実技（柔道・剣道）認定講習会（小中高特別支援体育担当教員）[95] 
小学校教員体育実技指導力向上事業【事務所】[198]

学校体育実技指導者講習会（中高特別支援体育担当教員）[60] 

研修 特別支援教育コーディネーター研修（幼小中高特別支援教員・市町教 
育委員会担当等）[773]

社会教育研究大会（社会教育・学校教育関係者）[178]

図書館・公民館等職員研修（図書館関係者）[261]

市町組合教育委員会指導主事等人権教育研修会[63]
人権教育指導者研修会（市町組合教育委員会人権教育・啓発担当等）[71] 

講座 課題別専門研修（小中特別支援教員）[1,301]

学校訪問研修（小中特別支援教員）[227]
実技研修（小中特別支援学級担当教員）[293]
自主研修（幼小中高特別支援教員）[11]
訪問研修（幼小中高及び市立特別支援教員）[700]

県立学校技能労務職員実技研修（校務員）[63]

ｅ－ラーニング研修（197コース）[10]

県立学校技能労務職員研修（校務員・実習員・調理員）[78] 

教育事務職特別研修（事務局主査、県立学校主査）[6]

教：教職員課 
特：特別支援 
  教育課 

高：教職員等中央研修（幼小中高校長、教頭、中堅教員等）[35] 

高：高校教育課 

総務課

派遣研修 国内研修 教：現職教員大学院派遣研修（2年 兵教大）[100]

総務課特別研修 

特：特別支援教育にかかる教員長期研修（5年以上特別支援担当教員）[18] 

実技研修 特別支援教育センター

その他 教育研修所

総務課

教科に 高校教育課

体育保健課

担当者 特別支援教育センター

社会教育課

人権教育課

体育保健課

人権教育課

健康教育研修会（小中高特別支援保健担当教員）[204]

小中特別支援学校栄養教諭研修講座（小中特別支援学校

栄養教諭・学校栄養職員）［15］

高等学校柔道実技指導者研修会（高等学校教員）[162]

小中高等学校人権教育研修講座[9]

専門研修（小中特別支援教員）[134]

出前研修（12講座）[1,823]

校内リーダー養成研修（4講座）[85]
専門研修（43講座）[1,062]

若手教職員研修（8講座）[1,275]
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(2) 研修内容（平成22年度） 

区 分 研修の概要 受講者人数 

基本研修 全員若しくは該当者全員が参加する研修   21,581人 

 新任研修 

 担当者研修 

 経年研修 

 部科長研修 

 主幹教諭研修 

 管理職研修 

 新任教職員等を対象とした研修  

 担当者を対象とした研修 

 経験年数等による研修 

 各学校の部長（主任）、学科長を対象とした研修 

 主幹教諭を対象とした研修 

 管理職を対象とした研修 

  1,073人 

  12,679人 

  1,576人 

    765人 

    374人 

  4,951人 

一般研修 希望者の応募による研修   11,188人 

特別研修 
主査の職にある者で、選考試験に合格した者を対象とし

た研修 
    6人 

派遣研修 国内外の大学等への派遣を伴う研修       153人 

 

３ 警察本部 

 (1) 教養の体系（平成22年度） 

警察教養 職場教養

学校教養 採用時教養

昇任時教養

専科教養

 

(2) 教養内容（平成22年度） 

研修名 対象者 目的 
実施

人数

実施 

回数 
期間 

短期課程 328 ２ ６箇月間 
初任科 

長期課程 120 ２ 10箇月間 

短期課程 295 ３ ２箇月間 
初任補修科 

長期課程 120 ３ ３箇月間 

採用時 

教養 

一般職員初任科 

新たに採用

した警察職

員 

高い倫理観の醸成と

初動対応力及び現場

適応力の基礎を養成 

 23 １ ４週間 

警部補任用科 37 １ ２週間 昇任時 

教養 
巡査部長任用科 

各級幹部 
各級幹部として必要

な知識・技能の修得 
10 １ ２週間 

部門別任用科 ４課程 327 11 ２～４週間

総警務部 11課程 1,101 26 ３～11日間

刑事部 ６課程 308 16 ５～12日間

生活安全部 ７課程 114 ６ ５～９日間

地域部 ６課程 288 12 ５～18日間

交通部 ７課程 153 ９ ５～25日間

専科 

教養 

警備部 ２課程 

各種専門職

種別の対象

者 

社会情勢や犯罪情勢

の変化に対応した専

門的な実務教養 

 85 ３ ５～９日間
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Ⅶ 職員の勤務成績の評定の状況 

 

１ 勤務成績の評定の概要                        （平成23年４月１日現在） 

区 分 内   容 

目   的 
職員の勤務の実績並びに執務に関連してみられた職員の能力及び適性等を記録し、職

員の指導監督の有効指針とし、かつ、人事異動その他人事行政運営上の公正な基礎資

料とし、もって職員の能率の発揮及び増進を図る。 

対象者及び 

評定の時期 

（知事部局等） 

 毎年10月１日基準 

（教育委員会） 

 教職員：毎年10月１日基準 

（警察本部） 

  警視以下の警察官及び同相当職以下の一般職員：毎年１月１日評定 

 

２ 目標管理制度の概要         （平成23年４月１日現在） 

区 分 内   容 

目    的 
社会経済情勢の変化や多様化する住民ニーズに的確に対応していくため、組織目標に

基づく個人の目標を設定し、目標への挑戦、自己評価、上司からの指導助言を通じて、

組織の活性化と公務能率の向上を推進するとともに、職員の能力開発を図る。 

対 象 者 

（知事部局） 

 管理職 

（教育委員会） 

 教育委員会事務局職員については管理職 

 学校については校長  

評価時期 
各年度の目標達成度について、毎年９月（学校については10月）に中間評価、２月～

３月に年度末評価を実施 

 

３ 昇給への勤務成績の反映状況（知事部局） 

勤務成績の評定に基づき、勤務成績が良好である者を選考し、決定している。（平成23年1月1日昇給時）

・「極めて良好」（標準より２号給上位）に決定された者                      1,002名（14.0％）

・「特に良好」（標準より１号給上位）に決定された者              1,055名（14.7％）

・「良好でない又は極めて良好でない」に決定し昇給号給数を標準より下位とした者 22名（0.3％）

※標準は、「良好」。 

 

４ 勤勉手当への勤務実績の反映状況（知事部局） 

目標管理制度対象者は、目標管理制度における評価に基づき、功績が認められる者を選考し、決定し

ている。また、目標管理制度対象者以外は、勤務成績の評定に基づき、功績が認められる者を選考し、

決定している。（平成23年6月期勤勉手当時） 

 ・「特に優秀」（標準の２割増し）に決定された者   288名（4.4％） 

 ・「優秀」（標準の１割増し）に決定された者    1,924名（29.7％） 

 ・「不良」に決定し成績率を標準より割落とした者は  25名（0.4％） 

※標準は、「良好」 
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Ⅷ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（平成23年４月１日現在） 

労働安全衛生体制 

 職員の健康障害の防止、健康の保持増進を図るため、「労働安全衛生法」に基づき、職場の安全・衛生

に関する事項を調査審議する安全衛生委員会の設置や職場環境の改善を行う産業医、衛生管理者等の選

任を行っています。 

 

（法令等に基づき選任している主な職） 

 ・統括安全衛生管理者（安全衛生管理者の指揮、業務統括） 

 ・安全衛生管理者（衛生管理者の指揮等） 

・産業医（職員の健康管理、健康診断の実施、衛生教育の実施等） 

・安全管理者（職員数50人以上の所属の安全に関する業務の管理） 

 ・衛生管理者（職員数50人以上の所属の衛生に関する業務の管理） 

 ・安全衛生推進者、衛生推進者（職員数10人以上50人未満の所属の安全や衛生に関する業務の管理）

健康診断、健康教育・面接指導 

 職員が健康で公務に専念できるよう、「労働安全衛生法」に基づく定期健康診断や特定の業務に従事す

る職員を対象とした特殊業務従事者健康診断及びがん検診等を行っています。 

 また、定期健康診断受診後のフォローや生活習慣病の予防、改善のための健康教育・保健指導等の実

施、長時間の時間外勤務を行った職員に対する面接指導などを行っています。 

 

（主な健診項目） 

 ・定期健康診断（問診、身体計測、視力、聴力、胸部Ｘ線間接撮影、血圧、尿、心電図、血液）、 

  胃検診等のがん検診、特殊業務従事者健康診断、ＶＤＴ作業従事者健康診断 

（主な健康教育・保健指導・面接指導） 

 ・特定保健指導、健康診断の事後相談、長時間の時間外勤務を行った職員に対する産業医の指導 

職員相談事業 

 職員、退職者、家族の精神的、経済的な不安・悩み・心配ごとの相談に応え、解消することによって、

明るい職場づくりを目的として、本庁・警察本部や地方機関・警察署に職員相談員を配置しています。

 
（相談内容） 

 ・一般相談    職場や日常生活等の一般的な悩み相談 

 ・専門相談    弁護士や税理士による法律・税務専門相談 

 ・交通事故相談  公務中や私用中の交通事故に関する相談 

体育文化事業 

 職員の体力向上と元気回復のため、職員会館・職員福利センターのトレーニング室の設置、文化教養

やボランティアへの参加意識を高めるため、職員時報の発行や職員ふれあいセンターの運営を行ってい

ます。 
 

（主な事業） 

・体育事業        職員会館・職員福利センターのトレーニング室の設置 

 ・文化事業        職員時報の発行 

 ・ボランティア活動推進  職員ふれあいセンターの運営 

職員住宅 

 職員の生活の安定及び大規模災害や重大な事件事故に対応するため、職員住宅及び待機宿舎等の設置、

管理を行っています。 

 

（設置戸数） 

【知事部局 】 1,034戸（内訳 世帯用：   461戸、単身用： 573戸） 

【教育委員会】   931戸（内訳 世帯用：   834戸、単身用： 97戸） 

【警察本部 】 2,217戸（内訳 世帯用： 1,432戸、独身寮： 785戸） 
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メンタルヘルス対策事業 

 職員自らのストレスへの気づきを支援するストレスチェックの実施、専門職員の職場巡回による予防、

心身の不調を感じた場合に気軽に相談することができる専門医等による相談窓口の設置、療養者が円滑

に職場復帰するための支援を行っています。 

また、こころの健康管理に対する研修などを行っています。 
 

【知事部局】 

 ・ストレスチェック 

  定期健康診断時のストレスチェック 

 ・予防 

  専門職員（保健師）による職場巡回相談 

 ・相談体制 

  健康なやみ相談、精神科医による相談 

 ・職場復帰支援 

  ならし出勤制度 

 ・研修 

  管理監督職（所属長、副課長・副所長、係長・地方機関課長等）対象のメンタルヘルス研修 

【教育委員会】 

 ・相談体制 

  精神保健の専門医・臨床心理士による面接相談（メンタルヘルス相談） 

 ・研修 

  校長、教頭を対象としたメンタルヘルス研修 

 ・職場復帰トレーニング、プレ出勤制度、職場復帰サポート教員の配置 

【警察本部】 

・相談体制 

  カウンセラーによる相談（心の相談室）、健康管理センター医師、保健師による相談、職員相談室、

専門相談員による相談 

・ストレスチェック 

人事異動者を対象としたメンタルヘルスチェック 

定期健康診断時における心の健康チェックの実施 

・研修等 

  幹部職員を対象としたメンタルヘルスセミナーの開催、教養資料の配付 

・職場復帰支援 

 予後観察期間を設け、指導区分に基づいた業務付与 
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子育て支援の状況 

次世代育成支援対策推進法に基づき、特定事業主行動計画を策定し、「職員一人ひとりが働きやすく、

安心して子育てができる『元気』あふれる職場づくりの実現」を目指して取組を進めています。 

 

（主な取組） 

【知事部局】 

 ・特定事業主行動計画「県職員子育てサポートプラン」の策定（H17、H20、H22改訂） 

・職員の子育て支援に関する条例の制定（H21） 

・子育てに関する制度等の周知 

  「子育て支援に関する手引き」の作成・改訂（H17作成、H20改訂） 

・子育て職員の支援 

育児休業等の取得に係る事務引継の実施（H19～）、 

両立支援制度の拡充：配偶者出産休暇の日数増加、部分休業の対象の拡大（H19～）、 

育児短時間勤務制度の新設（H20～） 

再度の育児休業の対象の拡大（H21～) 

育児休業等の取得要件の拡大（H22～） 

「男性職員の子育て参加ガイド」の作成（H20作成、H22改訂） 

・子育てしやすい職場環境づくり 

管理監督職向けの研修の実施（H18～） 

毎月第３水曜日を「家族の日」運動推進のための「全庁ノー残業デー」に設定（H20～） 

【教育委員会】 

 ・特定事業主行動計画「～子育て支援ひょうごプラン～次世代育成支援のための特定事業主行動計画」

の策定（H17） 

・職員の子育て支援に関する条例の制定（H21） 

・子育て支援に関する制度等の周知 

 ・子育て職員の支援 

育児休業等の取得に係る事務引継の実施（H19～）、 

両立支援制度の拡充：配偶者出産休暇の日数増加、部分休業の対象の拡大（H19～）、 

育児短時間勤務制度の新設（H20～） 

再度の育児休業の対象の拡大（H21～) 

  「育児参加を考える男性の皆さんへ」の作成（H20） 

 ・子育てしやすい職場環境づくり 

  毎月第３水曜日を「家族の日」運動推進のための「全庁ノー残業デー」に設定（H20～） 

【警察本部】 

 ・特定事業主行動計画「兵庫県警察次世代育成支援対策特定事業主行動計画」の策定（H17策定、 

H22改正） 

 ・子育て支援に関する制度等の周知 

「育児休業取得者プログラム、妊娠・出産・育児に関して取得できる休暇等の一覧」等の作成・ 

配信（H17、以後順次改正） 

 ・子育て職員の支援 

両立支援制度の拡充：配偶者出産休暇の日数増加、部分休業の対象の拡大（H19～）、育児短時間勤

務制度の新設（H20～）、「のじぎく休暇実施要領について」の改正による年次

休暇の取得奨励（H20～） 

 ・子育てしやすい職場環境づくり 

週のうち１日を定時退庁日に設定（H17～） 
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【 参考 】 

 

１ 行財政構造改革推進方策における定員管理の数値目標（数・率） 

計画期間 

始期 終期 
数値目標 

平成

20 

年度 

平成

30 

年度 

・事務事業や組織の徹底した見直し等により、次の部門において、平成20～30年度の

間に約30％の定員削減を行う。 

・団塊の世代の大量退職期である平成20～22年度の３年間には、削減総数の２分の１

となる約15％の削減を実施。続く平成23～25年度の３年間には、概ね10％の定員削

減に取り組む。 

 

【平成20～30年度に概ね３割の定員削減を行う部門】 

区   分 削減数 

一般行政部門 △約2,700人 

教育部門（教育委員会の県単独教職員・事務局職員、県立大学の事務局職員） △約 420人 

警察部門（事務職員） △約 110人 

公営企業部門（企業庁、病院局の医療職員以外の職員） △約 200人 

※ 県立大学の事務局職員は平成20～22年度の３年間で約15％を削減し、中後期につ

いては、大学の今後のあり方に基づき適正配置 

※ 教育部門（教育委員会の法定教職員、県立大学の教員）、警察部門（警察官）、公

営企業部門（病院局の医療職員）は法令等の配置基準に基づき適正配置 

 

２ 民間の類似職種の給与（平成23年４月１日現在） 

 
平均年齢 

（歳） 

平均給与月額

（円） 

本県類似職種との

平均給与月額比 

年収ベース

（円） 

本県類似職種との 

年収ベース比 

守   衛 56.9 237,800 1.66 3,376,600 1.83

用 務 員 53.8 209,700 1.92 2,943,200 2.17

自家用自動車運転手 57.1 294,000 1.39 3,909,300 1.62

※ 民間データは賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（期間を定めて日々雇用されている者等を

含む。）を使用している。（平成20～22年の３箇年平均） 

※ 本県類似職種との比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。 

※ 年収ベースのデータは平均給与月額を12倍したものに、民間においては前年に支給された年間賞与の額、本県

類似職種においては前年度に支給された期末・勤勉手当、を加えた試算値である。 

 

３ 特殊勤務手当について 

【知事部局】 

手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

税務事務

手当 
県税事務所に勤務

する職員 

下記の業務のうち知事が指定するもの 

(1) 納税義務者等との間で行う県税の賦課に関 

する指導、相談、徴収に関する折衝 

(2) 納税義務者等に対する県税の賦課、徴収に関

する調査 

(3) 県税の滞納処分に係る事務等 

日額 600円 

（特に困難な業務に

ついては日額800円）

航空手当 当該業務に従事す

る職員 

航空機に搭乗して行う災害予防、災害応急対策又

は救急の業務に従事したとき 

１時間 1,900円 
（飛行中の航空機か

ら降下して行う業務

は１日870円加算) 
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手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

消防訓練

手当 
消防学校に勤務す

る職員 
下記の業務のうち知事が指定するもの 

(1) 放水訓練 

(2) 救助訓練 

(3) 燃焼物を使用して行う消火訓練 

日額 450円 

社会福祉

業務手当 
当該業務に従事す

る職員 
(1) 児童福祉法に基づいて児童又はその保護者等

と面接して行う相談、指導、調査、判定又は一

時保護に関する業務のうち知事が指定するもの

(2) 身体障害者福祉法に基づいて身体障害者と面

接して行う相談又は調査に関する業務のうち知

事が指定するもの 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に

基づいて精神障害者と面接して行う相談又は調

査に関する業務（次条第１項に規定する業務を

除く。）のうち知事が指定するもの 

(4) 生活保護法に基づいて生活困窮者又はその扶

養義務者等と面接して行う保護の相談、指導又

は調査に関する業務のうち知事が指定するもの

(5) 売春防止法に基づいて要保護女子と面接して

行う相談、指導、調査、判定又は一時保護に関

する業務のうち知事が指定するもの 

(6) 知的障害者福祉法に基づいて知的障害者と面

接して行う相談又は調査に関する業務のうち知

事が指定するもの 

(7) 母子及び寡婦福祉法に基づいて母子家庭等の

児童又はその保護者等と面接して行う相談又は

調査に関する業務のうち知事が指定するもの 

(8) 児童虐待の防止等に関する法律に基づいて児

童又はその保護者等と面接して行う相談、指導、

調査、判定又は一時保護に関する業務のうち知

事が指定するもの 

(9) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律に基づいて配偶者から暴力を受けた

被害者等又はその配偶者と面接して行う相談に

関する業務のうち知事が指定するもの 

(10)  (1)～(9)に掲げる業務に類するものとして、

知事が指定する業務 

(11) 児童の保護又は生活指導に関する業務のうち

施設に入所中の児童と起居を共にする職員 

(12) 児童の保護又は生活指導に関する業務のうち

その他の職員 

(1)～(10)  

日額 800円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(11)月額 28,400円 

 

(12)月額 13,800円 

精神結核

保健業務

手当 

(1) 当該業務に従 

事する職員 

(2) 健康福祉事務 

所又は保健所に 

務する保健師 

(1) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に

よる調査若しくは診察、診察の立会い又は入院

措置をするための護送に従事したとき 

(2) 在宅している精神病患者若しくは結核患者の

居宅を訪問して行う当該患者の療養若しくは看

護の指導又は健康福祉事務所内において精神病

患者若しくは結核患者に対する療養若しくは看

護の指導に従事したとき 

(1)日額 330円 

 

 

(2)日額 280円 
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手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

放 射 線

作 業 手

当 

(1) 知事が指定す

る行政機関また

施設(以下｢指定

行政機関等｣とい

う。)に勤務する

職員 

(2) 指定行政機関 

以外の行政機又

は施設で知事の

指定するものに

勤務する職員 

エックス線その他の放射線を人体に対して照射す

る業務放射性物質を人体に対して用いる作業 

日額 900円 

（１箇月当たりの

被爆放射線量が基

準以上の場合、月額

7,000円） 

有 害 物

等 取 扱

作 業 手

当 

(1) 知事が指定す 

る行政機関又は

施設に勤務する

職員（月額でそ

の額が定められ

ている手当の支

給を受ける職員

を除く。) 

(2) 知事が指定す 

る行政機関、施

設等に勤務する

職員 

(3) 環境衛生指導 

員である職員 

 

 

(4) 知事が指定す 

 る本庁又は行政

機関に勤務する

職員 

(5) 知事が指定す 

る行政機関に勤

務する職員 

(6) 知事が指定す 

る行政機関又は

施設に勤務する

職員 

(1) 毒物、劇物等を使用して行う化学分析作業若

しくは化学検査作業のうち人体に有毒なガス、

蒸気若しくは粉じんの発生を伴う作業又は工業

材料若しくは工業製品の分析、検定若しくは鑑

定の作業のうち特に危険を伴うおそれのある作

業として知事が指定する作業に従事したとき 

 

 

(2) 大気汚染防止法による立入検査のうち、ばい

煙発生施設又は特定施設に係る事故時の検査に

従事したとき 

 

(3) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律による立

入検査のうち、し尿処理施設、ごみ処理施設又

は産業廃棄物処理施設に係る知事が指定する検

査に従事したとき 

(4) 供用中の流域下水道の管渠内又は終末処理場

の知事が指定する施設内において行う検査、調

査若しくは補修の作業又はこれらの作業の当該

施設内における指導監督に従事したとき 

(5) 温室における農薬散布作業に２時間以上従事

したとき 

 

(6) 鳥獣の死体の撤去作業に従事したとき 

(1)～(5) 

日額 280円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)日額 260円 

感 染 症

防 疫 作

業手当 

当該業務に従事す

る職員 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律に規定する感染症が発生し、又は発生す

るおそれのある場合において、感染症患者若しく

は感染症の疑いのある患者の救護又は感染症の病

原体の付着した、若しくは付着の危険のある物件

の処理に従事したとき 

日額 300円 
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手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

衛生検査

作業手当 

健康福祉事務所、保

健所、健康環境科学

研究ｾﾝﾀｰ、障害者職

業能力開発校の衛

生検査室に勤務す

る職員 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律に規定する感染症の病原体又は結核

菌の検菌又は培養の作業 

・人体から採取した検体の検査 

日額 900円 

解剖等作

業手当 
知事が指定する医

師 
人の死体の検案、解剖若しくは処理作業に従事し

たとき又は人の死体の解剖補助作業に従事したと

き 

日額 1,600円 

解剖等作

業手当の

特例 

 

東日本大震災に対処

した知事が指定する

医師 

１日10人以上の死体の検案、解剖若しくは処理作業、

又は解剖補助作業に従事したとき 

日額 3,200円 

麻薬取締

員手当 
麻薬及び向精神薬

取締法の規定によ

る麻薬取締員 

司法警察員として行う麻薬の事故・事件調査 日額 1,300円 

食肉検査

作業手当 
食肉衛生検査ｾﾝﾀｰ

に勤務する職員 
と畜検査又は食鳥検査  日額 1,100円 

狂犬病予

防等作業

手当 

健康福祉事務所又

は動物愛護ｾﾝﾀｰに

勤務する職員及び

動物愛護ｾﾝﾀｰの動

物管理事務所に勤

務する職員(狂犬病

予防専従職員を除

く。) 

狂犬病予防等のための予防注射、検診、野犬の捕

獲作業等 
日額 800円 

職業訓練

指導員等

手当 

県立職業能力開発

校、県立障害者職業

能力開発校、障害者

職業能力開発校に

おいて職業訓練に

従事する職員 

― 

月額 26,800円 

爆発物取

締作業手

当 

当該業務に従事す

る職員 

火薬類検査、高圧ガス設備検査又は高圧ガスメー

ターの検査等の作業に従事したとき 
日額 360円 

教務手当 知事が指定する施

設に勤務する職員 

入所中の講習生等に対する実習、授業その他の教

務を担当する職員のうち、知事が指定する者 

月額 26,100円 

種雄牛取

扱作業手

当 

知事が指定する施

設の職員 

精液の採取等のために種雄牛を御する作業のうち

知事が指定するもの 

日額 260円 

家畜保健

衛生業務

手当 

当該業務に従事す

る職員 

家畜伝染病予防法に基づく農場への立入検査、注

射等  

日額 1,100円 

※平成 23 年 3 月 11 日に遡って適用 
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手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

漁業取締

調査手当 

(1) 当該業務に従 

事する職員 

(2) 農林水産技術

総合センターに

勤務する職員 

(1) 漁業取締船に乗り組み、漁業の取締りに従事

 したとき 

(2) 船舶に乗り組み、水産資源の調査研究に係る

 水産動植物の採捕作業に従事したとき 

日額 

取締手当額 500円 

調査手当額 380円 

特殊現場

作業手当 

当該業務に従事す

る職員 

(1) ダム建設作業現場において特に危険を伴うお

それのある作業又はその作業の指導監督に従事

したとき 

(2) 掘削中のトンネルの坑内における掘削作業若

しくはその作業の坑内における指導監督に従事

したとき等 

(3) 地上若しくは低水位の水面上10ｍを超える高

所又はしゅん険な崖のうち、特に危険を伴うお

それのある場所（以下「高所」という。）におけ

る作業又は高所におけるその作業の指導監督に

従事したとき 

(4) 地表面下４ｍ以上の深所（以下「深所」とい

 う。）における作業又はその作業の深所における

指導監督に従事したとき 

(5) 建築基準法に規定する昇降機又は工作物の検

査に従事したとき 

(6) 潜水による作業又はその作業の潜水による指

導監督に従事したとき 

日額 330円 

（(1)、(3)について

は地上又は低水位

の水面上20ｍを超

える箇所で行われ

たときは430円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)日額 700円 

(潜水深度30mを超

える時は1,400円) 

下記以外の

施設 

原子炉建屋内 

  日額 40,000 円 

敷地内 

  日額 20,000円 

東京電力株式会社福島第一原子力

発電所（以下「福島原発」という。）

の敷地内において行う作業 

免震重要棟

内 

   日額 5,000円 

福島原発から半径

３km圏内 

 日額 20,000円 

屋外 ※ 

上記以外  

 日額 10,000円 

警戒区域又は警戒区域に設定され

るまでの間における当該区域と同

一の区域において行う作業(福島原

発から概ね半径20km圏内) 

屋内 日額 2,000円 

屋外 ※ 日額 5,000円 計画的避難区域又は計画的避難区

域に設定されるまでの間における

当該区域と同一の区域において行

う作業(福島原発から概ね半径20km

圏外で汚染の影響が強い地域) 

屋内 日額 1,000円 

特殊現場

作業手当

の特例 

 

（平成23

年３月11

日に遡っ

て適用） 

当該業務に従事す

る職員 

屋内退避指示区域又は屋内退避指

示区域に設定されるまでの間にお

ける当該区域と同一の区域におい

て行う作業(福島原発から概ね半径

20km～30km圏内（4.22に解除）) 

 

 

屋外 ※ 日額 2,500円 

※１日の作業時間が４時間に満たない場合の手当額は、上記手当額に 60/100 を乗じた額 
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手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

用地取得

等交渉手

当 

知事が指定する行

政機関等に勤務す

る職員 

庁舎外において農業土木事業、土木事業又は県営

住宅事業の施行に伴う用地の取得若しくは使用、

補償若しくは住宅の建替えのための交渉又は土地

改良事業の施行に伴う換地のための交渉のうち知

事が指定するものに従事したとき 

日額 700円 

（ただし、正規の勤

務時間以外の時間

又は休日等の正規

の勤務時間での交

渉800円加算） 

水上作業

手当 

当該業務に従事す

る職員 

(1) 水上における灯浮標の設置、交換、撤去若し

くは修理又は蓄電池の交換の作業に従事したと

き 

(2) 水上におけるダム管理のために浮遊物の除去

作業に従事したとき 

(3) 水上における水質又は汚泥等の調査研究のう

ち、知事が指定する作業に従事したとき 

日額 280円 

道路管理

作業手当 

右記業務に従事す

る職員 

交通を遮断することなく行う道路の維持・修繕等

の作業のうち知事が指定するもの 

日額 300円 

除雪作業

手当 
当該業務に従事す

る職員 
知事が指定する除雪等の作業に従事したとき 日額 450円 

（作業の全部又は一

部が午前０時から午

前７時までの間に行

われたとき1,050円、

特に困難を伴う作業

200円加算） 

水防災害

応急作業

手当 

知事が指定する行

政機関に勤務する

職員 

道路、河川の堤防等のうち、豪雨等異常な自然現

象により重大な災害が発生し、若しくは発生する

おそれがある堤防等において行う巡回監視又は当

該堤防等における重大な災害が発生した箇所若し

くは発生するおそれの著しい箇所で行う応急作業

若しくは応急作業のための災害状況の調査（以下

「応急作業等」という。）に従事したとき 

巡回監視   

日額 450円 

応急作業等  

日額 650円 

（日没時から日出

までは600円加算）

（知事が著しく危

険であると認める

区 域 内 の 作 業 は

100/100加算） 

公物管理

作業手当 
当該業務に従事す

る職員 
庁舎外において、道路、河川等の管理上必要な調

査等のうち著しく困難を伴うもの、県営住宅の明

渡しに関する作業のうち知事が指定するもの又は

代執行に従事したとき 

日額 280円 

交代制変

則勤務等

手当 

当該業務に従事す

る職員 
(1) 正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が

午後10時から翌日の午前７時までの間において

行われる業務に従事したとき 

 

 

 

(2) 正規の勤務時間（休日等に割り振られた勤務

時間を除く。）以外の時間に行われる知事の指定

する業務に従事したとき 

(3) 勤務の一部又は全部が12月29日から翌年１月

３日までの間において行われる知事の指定する

業務に従事したとき 

(1)２時間未満 

  １回 500円 

 ２時間以上 

  １回 600円 

 全時間 

  １回 1,100円

(2)１回 1,620円 

 

 

(3)3,500円、3,100円
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 【技能労務職】 

手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する 

支給単価 

狂犬病予

防等作業

手当 

健康福祉事務所又

は動物愛護センタ

ーに勤務する動物

愛護技術員 

狂犬病予防等のため、予防注射、検診、野犬の捕

獲又は個別訪問等の作業に従事したとき 
日額 1,000円 

家畜ふん

尿取扱作

業手当 

県立農林水産技術

総合センターに勤

務する試験研究技

術員その他知事が

指定する職員 

家畜のふん尿の処理作業に１日２時間以上従事し

たとき 

 

日額 280円 

衛生検査

作業手当 

右記の業務に従事

した職員 
(1) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律に規定する感染症の病原体又は結

核菌の検菌又は培養の作業 

(2) 人体から採取した検体の検査のうち知事が指

定するもの 

日額 900円 

※ 上記以外の手当については、一般職員の例による。 

 

 

【企業庁】 

手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

特殊現場 

作業手当 

当該業務に従事す

る職員 

(1) ダム建設について特に危険な作業又はその指

導監督 

(2) トンネルの坑内における作業又はその指導監

督 

(3) 地上若しくは低水位の水面上10ｍを超える高

所又はしゅん険な崖のうち、特に危険な場所に

おける作業又はその指導監督 

(4) 地表面下４ｍ以上の深所における作業又はそ

の指導監督 

日額 330円 

（(1)及び(3)で地

上又は低水位の水

面上20ｍを超える

箇所で行われたと

きは430円） 

水上作業 

手当 

当該業務に従事す

る職員 

水上における船舶を利用して行う浮遊物の除去作

業、水質調査のための採水作業及び灯浮標の管理

業務のうち、企業庁長の指定したもの 

日額 280円 

用地取得 

等交渉手

当 

地方機関に勤務す

る職員 

庁舎外における用地の取得若しくは使用又は補償

のための交渉 

 

日額 700円 

（正規の勤務時間

外（休日の正規の勤

務時間を含む。)に

交渉した場合800円

を加算） 

水道業務 

手当 

当該業務に従事す

る職員 

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が、午

後10時から翌日の午前５時までの間において行わ

れる水道用水又は工業用水の供給に関する機械及

び施設の運転・保守・監視の業務 

１勤務 770円 

（１人勤務の場合

960円） 
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手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

管路巡視 

等作業手

当 

当該業務に従事す

る職員 

水道用水又は工業用水の供給に関する管路の保守

及び巡視並びに水源池の管理の現場作業 

日額 200円 

水質検査 

作業手当 

当該業務に従事す

る職員 

水質検査作業のうち、毒物、劇物及び特定毒物を

使用して行う加熱分解又は抽出の作業 

日額 280円 

 

【病院局】 

手当の 
名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する 

支給単価 

精神結核
保健業務
手当 

当該業務に従事す
る職員 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による
調査若しくは診察、診察の立会い又は入院措置を
するための護送 

日額 330円 

(1) エックス線その他の放射線を人体に対して照
射する業務 

放射線作
業手当 

当該業務に従事す
る職員 

(2) 放射性物質を用いた撮影及び治療業務 

日額 900円 

（１箇月当たりの放

射線被爆量が基準以

上の場合、別途月額

7,000円） 

(1) 病院に勤務す 
る医師、保育士
若しくは作業療
法士である職員
又は看護業務の
補助に従事する
職員 

(1) 結核病棟、感染症病棟、精神科病棟における
結核患者、感染症患者又は精神科患者の診療、
保育若しくは作業療法又は看護業務の補助 

(2) 県立淡路病院 
に勤務する自動
車運転員 

(2) 精神科患者を輸送するための自動車運転の業
務 

結核病棟
等勤務手
当 

(3) 県立光風病院 
・柏原病院の洗
濯長、主任洗濯
員又は洗濯員 

(3) 洗濯の業務 

１日につき、給料及び

これに対する地域手

当の月額の合計額に

4/100を乗じた額に次

の調整数を乗じた額

を21で除して得た額 

(1) 院長の職にある 

医師、自動車運転

員、洗濯長、主任洗

濯員又は洗濯員 

…１ 

(2) 上記以外の医師、

保育士若しくは作

業療法士又は看護

業務の補助に従事

する職員 …２ 

感染症防
疫作業手
当 

当該業務に従事す
る職員 

感染症患者の救護又は感染症の病原体の付着した
物件の処理 

日額 300円 

(1) 人体から採取した検体の検査 衛生検査
作業手当 

当該業務に従事す
る職員 

(2) (1)の補助作業 

日額 900円 

（補助業務：日額300円）

解剖等作
業手当 

職員（医師・歯科医
師職給料表の適用を
受ける職員を除く。） 

人の死体の解剖補助作業 日額 1,600円 

(1) 光風病院及びその他の病院の結核病棟等にお
ける結核病患者、感染症患者又は精神科患者の
看護業務 

(1)月額 21,500円 

 

看護業務
手当 

病院に勤務する看
護師、准看護師 

(2) ＩＣＵ（集中治療室）等における重症患者の
看護業務 

(2)月額 6,500円 
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手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する 

支給単価 

精神科病

院勤務手

当 

光風病院に勤務す

る職員で精神科患

者に接することを

常例とする者 

－ 

月額 4,400円 

教務手当 次の学校に勤務す

る職員 

・柏原看護専門学校 

・淡路看護専門学校 

入所中の講習生等に対する実習、授業その他の教

務 

月額 26,100円 

(1) 正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が

深夜（午後10時から翌日午前５時までの間）に

行われる看護等の業務 

深夜の一部を含む勤務 

・深夜勤務が４時間以上

１回  3,500円 

・深夜勤務が２時間以上

４時間未満 

１回  3,100円 

・深夜勤務が２時間未満

１回 2,200円 

・深夜の全部を含む勤務

１回  6,800円 

夜間看護

等手当 

病院に勤務する看

護師（看護業務の

補助に従事する者

を含む。）等 

(2) 勤務の一部又は全部が12月29日から翌年の１

月３日までの間の日において行われる業務 

勤務 １回 3,500円

宿日直１回 3,100円

(1) 正規の勤務時間による勤務の一部又は全部

が午後10時から翌日の午前７時までの間におい

て行われる業務 

(1)２時間未満 

    １回 500円 

  ２時間以上 

    １回 600円 

 全時間 

    １回 1,100円 

交代制変

則勤務等

手当 

当該業務に従事す

る職員 

(2) 正規の勤務時間以外の時間に行われる救急医

療その他管理者の指定する業務 

(2)１回 1,620円 

 

診療応援

手当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医師・歯科医師職

給料表の適用を受

ける職員 

県立病院相互の間等で行う診療の応援の業務（入

院患者の病状の急変等に対処するための当直勤務

を含む。） 

(1)当直勤務以外 

 従事時間数 

  ３時間以上 

   １回 15,000円

 ３時間未満 

   １回 9,000円 

(2)当直勤務 

 従事時間数 

  ５時間以上 

   １回 7,000円 

 ５時間未満 

   １回 3,500円 

(3)在勤する県立病院

において他の県立

病院の患者の検体

に係る病理診断に

従事した場合 

１ 日 に つ き

1,000円に患者数

を乗じて得た額。

（ １ 日 の 上 限

15,000円） 



平成23年12月27日 火曜日   兵 庫 県 公 報           第４号外 

51 

 

手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する 

支給単価 

   

(4)小児科を標榜する

医療機関で行う診

療応援業務で、そ

の一部又は全部が

深夜において行わ

れるものに従事し

たとき 

  １回 45,000円

（社）日本麻酔科

学会が認定する指

導医、専門医、認

定医又は厚生労働

省が認定する標榜

医の資格を有する

職員 

マスク又は気管内挿管による閉鎖循環式全身麻酔

業務 

(1)指導医・専門医 

 ４時間超 

１件 6,800円 

 ２時間超４時間まで 

１件 4,600円 

 ２時間まで 

  １件 3,800円 

(2)認定医・標榜医 

 ４時間超 

１件 3,400円 

 ２時間超４時間まで 

  １件 2,300円 

 ２時間まで 

  １件 1,900円 

「ハイリスク分娩（妊娠）管理加算」の対象症例

に該当する患者の分娩（妊娠）管理業務又は「母

体・胎児集中治療室」に収容する患者の分娩（妊

娠）管理業務 

１日につき、1,300

円に分娩（妊娠）管

理を行った患者数を

乗じて得た額 

特殊診療

手当 

医師である職員 

正規の勤務時間（休日等に割り振られた勤務時間

を除く。）以外の時間における分娩業務 

１分娩につき10,000

円 

航空手当 当該業務に従事す

る職員 

航空機に搭乗して行う救急業務（当該業務を行う

ための教育訓練を含む。） 

１時間につき1,900

円 

救急外来

業務手当 

医師・歯科医師職

給料表の適用を受

ける職員 

救急告示医療機関及び精神科救急医療機関におい

て、夜間又は休日に、救急外来患者（対象時間帯

に受け付けた患者に限る。）に対して行う診療報酬

の算定対象となる診断、治療等の業務 

夜間（午後５時30分～

翌日午前８時45分） 

15,000円/勤務１回 

休日（午前８時45分

～午後５時30分） 

 10,000円/勤務１回
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【教育委員会】 

手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

特殊業務

手当 

小学校、中学校、

高等学校、中等教

育学校、特別支援

学校に勤務する職

員 

次の業務で、心身に著しい負担を与えると認める

もの 

(1) 学校の管理下において行う非常災害時等の緊

急業務で次に掲げるもの 

① 非常災害時における児童若しくは生徒の保

護又は緊急の防災若しくは復旧の業務 

② 非常災害時における学校に設置された避難

所の運営等の救助の業務 

③ 児童又は生徒の負傷、疾病等に伴う救急の

業務 

④ 児童又は生徒に対する緊急の補導業務 

 

(2) 修学旅行、林間学校、臨海学校等において、

児童又は生徒を引率して行う指導業務で泊を伴

うもの 

(3) 対外運動競技等において児童又は生徒を引率

して行う指導業務で泊を伴うもの、又は週休日

若しくは休日等に行うもの 

(4) 学校の管理下において行われる部活動におけ

る児童又は生徒に対する指導業務で、週休

日、休日等又は半日勤務時間を割り振られてい

る日に行うもの 

(5) 入学試験における受験生の監督、採点又は合

否判定の業務 

(1)①日額 6,400円

重大な災害で、

週休日又は休

日等の場合 

     4,000円

（７時間45分

を超えた場合

2,400円加算）

 ②人事委員会の

承認を得て規

則で定める額 

 ③日額 6,000円

 ④ 〃  6,000円

(2)日額 3,400円 

 

 

(3)  〃 3,400円 

 

 

(4)  〃 2,400円 

 

 

 

(5)  〃   900円 

教育業務

連絡調整

手当 

 

 

小学校、中学校、

高等学校、中等教

育学校、特別支援

学校に勤務する教

諭のうち、その職

務が困難である職

務を担当する主任

等 

(1) 主任等で、教務その他の教育に関する業務に

ついての連絡調整及び指導助言 

(2) 市若しくは町又は組合の教育委員会が定める

学校の管理運営に関する教育委員会規則の規定

により置かれる主任等で(1)と同様の職務 

日額 200円 

多学年学

級担当手

当 

小学校又は中学校

の２の学年児童又

は生徒で編成され

ている学級におけ

る授業又は指導を

担当する職員 

－ 

日額 290円 

夜間学級

担当手当 

 

夜間学級を置く中

学校に勤務する教

頭、主幹教諭、教

諭及び助教諭であ

る職員のうち、夜

間に勤務すること

を本務とする職員 

－ 

給料（教職調整額を

含 む 。） 月 額 の

10/100（管理職手当

を 受 け る 者 は

8/100） 
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手当の 

名称 
主な支給対象職員 主な支給対象業務 

左記職員に対する

支給単価 

昼夜間等

兼務手当 

 

 

当該業務に従事す

る教頭、主幹教諭、

教諭及び講師 

(1) 昼間課程の授業を本務とする者 

  夜間課程の授業又は通信教育の面接指導の業

務 

(2) 夜間課程の授業を本務とする者 

  昼間課程の授業又は通信教育の面接指導の業

務 

１時間 2,800円 

舎監手当 

 

 

 

正規の勤務時間以

外の時間に特別支

援学校又は高等学

校の寄宿舎におい

て舎監として舎務

に１時間以上従事

した昼間課程又は

夜間課程の授業を

本務とする職員 

(1) 特別支援学校の舎監業務 

(2) 高等学校の舎監業務 

(1)１回 2,000円 

(2) 〃  1,200円 

農業実習

指導手当 

農業に関する学科

を置く高等学校に

勤務する職員 

宿直勤務又は日直勤務中における農業実習につい

ての生徒の指導 

１回 1,100円 

（業務が５時間未

満の場合 550円） 

夜間定時

制勤務手

当 

 

県立高等学校に勤

務する事務職員の

うち、夜間課程を

置く高等学校に勤

務する者で正規の

勤務時間が夜間に

あるもの 

夜間課程の業務 日額 250円 

特別支援

学校業務

手当 

行政職員等のうち

特別支援学校に勤

務する者 

児童及び生徒の教育に付随する業務 月額 4,700円 

 

【警察本部】 

手当の 

名称 
主な支給対象 

職員 
主な支給対象業務 

左記職員に対する 

支給単価 

(1) 捜査本部にお 

いて当該作業に

専従する職員と

して登録した者 

１号 

刑事作業 

(2) 当該作業に専 

従する職員とし

て登録した者

（(1)を除く。） 

犯罪の予防及び捜査並びに被疑者の逮捕の作業

（警察庁舎内における作業については、被疑者等

の取調べに限る。） 

(1)・捜査本部が設置

されてから30日

間 

   日額 840円 

・その他の期間 

   日額  560円 

(2)日額 560円 
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手当の 

名称 
主な支給対象 

職員 
主な支給対象業務 

左記職員に対する 

支給単価 

(1) 現に被疑者が銃砲又は爆発物（以下「銃砲等」

という。）を使用している事件現場における犯罪

の捜査又は被疑者の逮捕の作業 

(1)・固定配置以外の

場合 

日額 1,640円 

・固定配置の場合

    日額 1,100円 

(2) 現に銃砲等を所持する被疑者の逮捕の作業 

   ((1)を除く。） 

(2)・固定配置以外の

場合 

    日額 1,100円 

・固定配置の場合

    日額 820円 

１号の２ 

銃砲等特

別作業 

当該作業に従事す

る職員 

(3) 銃砲等が使用された暴力団抗争事件において

固定配置による犯罪の予防の作業 

(3)日額 820円 

１号の３ 

海外犯罪

情報収集

作業 

当該作業に従事す

る職員として警察

本部長が指定する

者 

犯罪情報の海外における収集作業 日額 1,100円 

２号 

鑑識作業 

当該作業に専従す

る職員として登録

した者 

指紋、手口、足こん跡、写真等を利用して行う犯

罪鑑識又は理化学、法医学、心理学若しくは銃器

弾薬等の知識を利用して行う鑑定の作業 

日額 

現場鑑識    560円

その他の鑑識 280円

３号 

自動二輪

車等運転

作業 

当該作業に専従す

る職員として登録

した者 

高速道路等以外の道路における交通取締用自動車

及び無線自動車の事件・事故等に伴う緊急走行運

転作業(交通捜査作業に該当するものを除く。) 

(1)自動二輪車の運転

日額 560円 

(2)無線自動車の運転

日額 420円 

４号 

特殊車運

転作業 

当該作業に専従す

る職員として登録

した者 

運転免許試験場の施設外において行う運転免許試

験車の運転作業 

日額 300円 

５号 

警察用船

舶運航作

業 

当該作業に専従す

る者 

警察用船舶の緊急配備、事件・事故等の現場、水

難救助の訓練における運航作業 

日額 250円 

６号 

交通捜査

作業 

当該作業に専従す

る職員として登録

した者 

道路上における人の死傷（軽傷は除く。）を伴う交

通事故事件、悪質又は危険な交通法令違反の捜査

及び暴走族の取締の作業、前記作業に伴う交通整

理、歩行者の保護活動、渋滞時の交通誘導、緊急

時の避難誘導等の作業 

日額 

高速道路等 

・夜間の交通捜査 

           1,260円

・昼間の交通捜査 

             840円

・交通整理   460円

その他の道路 

・夜間の交通捜査 

            840円

・昼間の交通捜査 

             560円

・交通整理   310円

８号 

警ら作業 

当該作業に専従す

る職員として登録

した者 

事件・事故等の現場における警ら作業 日額 340円 
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手当の 

名称 
主な支給対象 

職員 
主な支給対象業務 

左記職員に対する 

支給単価 

11号 

看守作業 

当該作業に従事す

る職員 

看守作業 日額 250円 

12号 

立入検査 

作業 

当該作業に従事す

る職員で本部長が

指定する者 

火薬類又は高圧ガスの取締りのための立入検査の

作業 

日額 280円 

13号 

潜水作業 

当該作業に従事す

る機動隊員又は当

該作業に必要な技

術を有する職員で

本部長が指定する

者 

潜水作業 日額 450円 

14号 

災害救助

作業、救

助作業 

当該作業に従事す

る職員又は当該作

業に必要な技術を

有する職員で本部

長が指定する者 

危険を伴う救助作業 日額 

・災害現場における

  災害救助 840円 

 （立入禁止区域内

等で行う場合840

円加算) 

・その他     450円

14号 

災害救助

作業の特

例 

東日本大震災の災

害現場において当

該作業に従事する

職員 

危険を伴う救助作業に引き続き５日以上従事した

場合 

日額 1,680円 

（立入禁止区域内等

で行う場合840円

加算) 

(1)当該作業に専従

する職員とし

て登録した者 

(1) 検視及び解剖立会の作業 (1)日額 3,200円 15号 

死体取扱

作業 

(2)当該作業に従事

する職員 

 （(1)を除く。） 

(2) 死体取扱作業 (2)日額 

・解剖補助及び損

傷著しい死体取

扱い 3,200円 

・その他 1,600円

上記(1)の者 東日本大震災に対処するための検視、解剖立会及

び死体の収容等の作業 

日額 3,200円 

（1日に10体以上の死

体を取り扱った場合

は、3,200円を加算） 

15号 

死体取扱

作業の特

例 

 
上記(2)の者 東日本大震災に対処するための検視、解剖補助及

び死体の収容等の作業 

日額 

・解剖補助及び損傷

著しい死体取扱 

     3,200円 

（1日に10体以上の死

体を取り扱った場合

は3,200円を加算） 

・その他 1,600円 

（1日に10体以上の死

体を取り扱った場合

は、1,600円を加算）

※平成 23 年 3 月 11 日に遡って適用 
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手当の 
名称 

主な支給対象 
職員 主な支給対象業務 左記職員に対する 

支給単価 

 当該作業に従事す

る職員 

東日本大震災に対処するために死体を収容してい

る施設において死体又は死体が納められているも

のを取り扱う作業（検視、解剖立会及び解剖補助

を除く）。 

日額 

・損傷著しい死体 

     2,000円 

・その他  1,000円 

16号の２ 

国際緊急

援助活動

業務 

当該業務に従事す

る職員で本部長が

指定する者 

国際緊急援助隊の派遣に関する法律第2条に規定

する国際緊急援助活動業務 

日額 4,000円 

(心身に著しい負担の

場合2,000円、心身に

著しい緊張を与える場

合4,000円以内で加算)

(1) 当該作業に専 

従する職員とし

て登録した者 

(1) 側近警衛又は身辺警護の作業 (1)日額 

・天皇等の警衛 

1,150円

・その他の警護対

象者の警護 

       640円

16号の３ 

警護等作

業 

(2) 当該作業に従

事する職員 

(2) 核原料物質等を輸送する車両に追従し、又は

先導して行う輸送警備作業 

(2)日額 640円 

17号 

夜間特殊

業務 

当該業務に従事す

る職員で本部長が

指定する者 

正規の勤務時間による勤務が深夜（午後10時から

翌日の午前５時までの間）において行われる業務

深夜の全部 

１回 1,100円 

深夜の一部 

２時間以上 

１回 730円 

  ２時間未満 

   １回 410円 

(1) 当該作業に従 

事する職員とし

て登録した者 

(1) 爆発物又はその疑いのある物の処理作業 (1)１件 5,200円 

(2) 当該作業に従

事する職員 

(2) 特殊危険物質等に対して直接行う検知、鑑識、

鑑定、収容、 除去その他の警察活動又は容器

等に封入されている特殊危険物質等に対して

行う鑑識、収容、移動等に係る作業 

(2)・特殊危険物質等が

発散又は漏えい

している現場に

おいて行う作業

    １件 4,600円 

・特殊危険物質等が

発散又は漏えいす

るおそれのある現

場において行う作

業 

   １件 2,600円 

18号 

爆発物処

理等作業 

(3) 当該作業に従

事する職員 

(3) 特殊危険物質による被害の危険がある区域内

で行う作業((2)を除く。) 

(3)１件 250円 

※平成 23 年 3 月 11 日に遡って適用 
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手当の 
名称 

主な支給対象 
職員 主な支給対象業務 左記職員に対する 

支給単価 

22号 

航空従事

者の業務 

 

当該業務に従事す

る職員として登録

した者 

 

航空従事者の業務 (1)事業用操縦士 

月額 92,200円 

（搭乗した場合１時間

につき3,400円加算) 

(2)自家用操縦士 

  月額 67,600円 

（搭乗した場合１時間

につき3,400円加算)

(3)航空整備士 

  月額 27,100円 

（搭乗した場合１時間

につき2,200円加算)

23号 

航空機搭

乗作業 

当該作業に従事す

る職員（22号の業

務を除く。） 

航空機に搭乗して行う作業 １時間 1,900円 

（航空機から降下して

行う作業は１日870円

加算) 

25号 

緊急呼出

夜間処理

作業 

当該作業に従事す

る職員のうち本部

長が指定する者 

突発的に発生した事件・事故に伴い、正規の勤務

時間以外の時間に緊急の呼び出しを受け、夜間に

おける刑事作業、銃砲等特別作業、海外犯罪情報

収集作業、鑑識作業、交通捜査作業及び爆発物処

理等の作業 

１回 1,240円 

免震重要棟外 日額 20,000円 

（心身に著しい負担の

場合20,000円以内で

加算） 

東京電力株式会社福島第一原

子力発電所（以下「福島原発」

という。）の敷地内において行

う作業 

免震重要棟内 日額  5,000円 

屋外 ※ 日額 10,000円 

（ 福島原発から 半径

3km 圏 内 の 場 合 は

10,000円を加算） 

警戒区域又は警戒区域に設定

されるまでの間における当該

区域と同一の区域において行

う作業(福島原発から概ね半

径20km圏内) 
屋内 日額  2,000円 

屋外 ※ 日額  5,000円 計画的避難区域又は計画的避

難区域に設定されるまでの間

における当該区域と同一の区

域において行う作業（福島原

発から概ね半径20km圏外で汚

染の影響が強い地域） 

屋内 日額  1,000円 

東京電力

株式会社

福島第一

原子力発

電所の敷

地内等で

行う作業 

 

(平成23

年３月11

日に遡っ

て適用) 

当該作業に従事す

る職員 

屋内退避指示区域又は屋内退

避指示区域に設定されるまで

の間における当該区域と同一

の区域において行う作業(福

島原発から概ね半径20km～

30km圏内（4.22に解除）) 

 

 

屋外 ※ 日額  2,500円 

※１日の作業時間が４時間に満たない場合の手当額は、上記手当額に 60/100 を乗じた額 
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【兵庫県人事委員会の業務の運営の状況】 

 

Ⅰ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

 

平成22年10月15日、県議会議長及び知事に対し、職員の給与等に関する報告及び勧告を行った。その概要

は以下のとおりである。 

 

１ 改定の基本的な考え方 

職員の給与については、民間従業員の給与との均衡を図るため、公民較差を基本に、国家公務員及び他の

都道府県職員との均衡等を考慮して改定する必要があるが、本年の職員給与の改定にあたっては、「新行財政

構造改革推進方策」を踏まえた給与抑制措置の影響分を除いた公民較差を基本とすることが適当である。 

 

２ 職員の給与等 

給与勧告の対象とされている職員約53,500人について「平成22年職員給与実態調査」を実施した。 

(1) 平均給与月額（平成22年４月１日現在） 

職員の平均給与月額は、給料367,868円、扶養手当10,341円、地域手当23,910円、その他手当29,982円、

計432,101円となっている。 

(2)  職員数及び職員構成（平成22年４月１日現在） 

職員は、総数53,471人、平均年齢42.9歳、平均経験年数20.9年となっている。 

 

【表１】職員の給料表別平均給与額         （平成22年４月１日） 

１人当たり平均給与月額 項目 
 
 
給料表 

給 料 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 管理職手当 その他の手当 計 

行政職 
円 

345,141 

円 

11,388 

円

23,741

円

4,709

円

15,443

円 

7,734 

円 

2,602 

円

410,758

研究職 388,216 14,809 23,372 6,094 18,513 10,028 3,589 464,621

医師・歯科医師職 502,914 11,095 88,215 5,014 14,583 78,250 212,514 912,583

看護職 381,602 10,800 31,295 1,000 16,261 0 0 440,958

警察職 331,026 13,991 24,727 4,849 15,081 1,068 7,215 397,957

大学教育職 
(12,059) 

460,131 
12,244 27,461 9,204 14,871 3,536 289 527,736

高等学校教育職 
(20,915) 

406,790 
11,381 24,658 4,687 10,814 2,416 18,305 479,050

中・小学校教育職 
(15,105) 

377,708 
7,831 23,164 5,023 7,871 4,456 10,718 436,771

任期付研究員 332,748 － 16,387 － 10,387 － 1,587 361,109

特定任期付職員 850,000 － 127,500 － 0 － 0 977,500

一般任期付職員 330,547 5,750 25,639 15,250 26,043 27,320 0 430,549

職員平均値 
(10,177) 

367,868 
10,341 23,910 4,931 11,227 4,044 9,780 432,101

（注）給料の欄の（ ）内は、「給料の調整額」及び「教職調整額」を内書で示している。 
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                           【表２】給料表別職員数等            （平成22年４月１日） 

 行政職 研究職
医師・歯科

医師職 看護職 警察職
大学

教育職

高等学校

教育職

中･小学校

教育職

任期付

研究員

特定任期 

付職員 

一般任期 

付職員 
計 

人員 

(人) 
8,924 230 37 5 11,264 557 8,151 24,297 3 1 2 53,471

平均年齢 

(歳) 
43.7 44.7 47.6 52.2 38.7 47.8 45.9 43.5 34.0 67.0 42.5 42.9

平均経験 

年数(年) 
22.2 21.7 23.2 32.2 17.8 23.9 23.2 20.9 8.3 43.0 16.5 20.9

 

３ 民間の給与等 

企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内民間事業所1,850のうちから抽出した420の事業所

を対象に「平成22年職種別民間給与実態調査」を実施し、県職員の職務と類似する職務に従事する者78職種、

約17,800人について、平成22年４月分の給与月額等を調査した。 

 

４ 職員給与の改定等 

(1) 公民較差 

区  分 
民間従業員の給与 

(A) 

職員の給与 

(B) 

較 差 

(A)－(B) 

△727円 

（△0.17％） 金  額 

（率） 
415,573円 

416,300円 

［ 395,635円］ 
19,938円 

（  5.04％） 

（注）１ (A)、(B)のいずれも本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。 

２ [ ] 内は新行財政構造改革推進方策を踏まえた給与抑制措置後の額。 
 

(2) 月例給 

①  給料表等 

給料表は国の俸給表に準じて引下げ（若年層及び医師職は据え置き） 

給与構造改革の給料表引下げ改定に伴う経過措置による額（現給保障額）について、給料表の職務の

級及び号給ごとの改定率を考慮して引下げ 

 

② 自宅に係る住居手当 

国においては、既に制度が廃止されたことから、早期に見直しを行うことが適当であり、本年度にお

いても、給料表等の改定とあわせ、公民較差を解消するための引下げを行う必要がある。 

［手当月額900円引下げ：現行2,500円→1,600円］ 

 

(3) 期末・勤勉手当 

年間支給月数の引下げ：現行4.15月分→3.95月分（12月期を△0.20月） 

   

(4) 改定の実施時期等 

本年の給与改定は、職員の給与水準を引き下げる内容の改定であるため、国家公務員の改定に準じ、遡

及することなく実施する必要がある。[条例の公布の日］ 

なお、人事院勧告で、年間給与で民間との均衡を図るために期末手当で行われることとされている調整

措置については、国及び本県の実情を考慮し、必要な措置を講じることが適当である。 

 

(5) その他の課題 

   ① 勤務実績の給与への反映 

各任命権者において取組が進められているところであるが、引き続き、取り組んでいく必要がある。 
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② 給与構造改革 

人事院は、今後も、地域間給与配分の見直し等について最終的な検証を行うとしている。また、高齢

層職員の給与の見直しについても検討することとしており、今後の国の動向に留意していきたい。 

 

５ 勤務環境の整備 

   (1) 超過勤務の縮減及び休暇の取得促進 

  ・引き続き、超過勤務の縮減に向けた実効性が上がる取組を進め、勤務時間の縮減に一層取り組んでいく 

必要がある。 

  ・休暇の活用促進に関しては、年次休暇の取得しやすい職場環境づくりをさらに進めるなど、管理監督 

職が率先して、引き続き取り組む必要がある。 

 (2) 職員の健康管理 

  ・メンタルヘルス対策の取組の一層の推進を図る必要があり、心の健康に関して、管理監督職は、働きが 

いのある風通しの良い職場環境づくりに、率先して取り組む必要がある。 

  ・病気休暇について、人事院は、病気休暇制度の見直しを行うこととしており、国及び他の都道府県の動 

向を考慮しつつ、病気休暇制度について検討する必要がある。 

(3)  男女共同参画の推進 

  ・女性職員の能力発揮や計画的な育成、管理職等への登用や男性職員の育児休業等の取得促進をはじめと 

した子育て支援などの取組を引き続き推進していく必要がある。 

 (4) 人材の確保等 

  ・職員の採用においては、本県が求める人材の確保に努めていく必要がある。 

  ・人事院は、日々雇用の仕組みを廃止し、期間業務職員制度を設け、引き続き任用された期間が１年に満 

たない職員等を除いた非常勤職員について、育児休業等をすることができるよう意見の申出を行ってお 

り、国の非常勤職員と同様の任用・勤務形態である職員については、所要の措置をとる必要がある。 

 

６ 高齢期の雇用 

  人事院は、公的年金の支給開始年齢の引上げに合わせて、平成25年度から、定年を段階的に65歳まで延長 

 することが適当とし、定年延長に伴う給与制度の見直しとして、60歳台前半の職員について、具体的な給与 

 水準等を設計し、あわせて、50歳台後半層を中心とする50歳台の給与の在り方について検討することとして 

おり、本年中を目途に意見の申出を行うこととしている。 

 本県においても、定年延長について検討を進める必要がある。具体的には、人事院が本年中に行うことと 

している意見の申出を踏まえた国の検討状況及び他の都道府県の動向に留意しながら、50歳台後半層の給与 

のあり方を含め、公務における高齢期の雇用について検討する必要がある。 

 

７ 労働基本権に係る基本的な論点  

人事院は、労働基本権問題の議論に向けて基本的な論点を整理し、提示したところであり、国の動向に留

意する必要がある。 

 

 



平成23年12月27日 火曜日   兵 庫 県 公 報           第４号外 

61 

Ⅱ 職員の競争試験及び選考の状況 

 

 (1) 職員の採用について 

  ア 競争試験による採用 

    職員の採用は、人事委員会が実施する競争試験により行うことが原則であり、本県では上級職、中級

職及び初級職に区分して実施している。 

    平成22年度の受験者数は、計2,140人（上級職1,406人、中級職61人、初級職299人、上級職(経験者) 374

人）となっている。 

    

   (ｱ) 平成22年度の各競争試験の特徴と傾向 

ａ 上級採用試験 

全体では受験者数1,406人に対し、最終合格者数は141人で、競争率は前年度を1.6ポイント上回る

10.0倍となった。 

このうち一般事務職では635人が受験し、最終合格者数は37人、競争率は前年度を4.8ポイント上

回る17.2倍となった。 

また、最終合格者に占める女性の割合は、過去最高であった前年を4.3ポイント下回る44.7％とな

った。 

 

ｂ 中級採用試験 

全体では受験者数61人に対し、最終合格者数は14人で、競争率は前年度を1.2ポイント下回る4.4

倍となった。 

 

ｃ 初級採用試験 

全体では受験者数299人に対し、最終合格者数は40人で、競争率は前年度を0.3ポイント下回る7.5

倍となった。 

このうち一般事務職では98人が受験し、最終合格者数は11人、競争率は前年度を6.5ポイント下回

る8.9倍となった。 

 

ｄ 経験者採用試験（上級） 

全体では受験者数374人に対し、最終合格者数は８人で、競争率は前年度を10.2ポイント上回る

46.8倍となった。 

このうち一般事務職では334人が受験し、最終合格者数は５人、競争率は前年度を14.6ポイント上

回る66.8倍となった。 
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(ｲ) 平成22年度の各競争試験の日程 

区   分 受付期間 
第１次 

試験日 

第１次 

試験地 

第２次 

試験日 

第２次 

試験地 

最終合格 

発 表 日 

上  級 

採用試験 

〈インターネット〉 

22.5.26～22.6.4 

〈郵送〉 

22.5.26～22.6.9 

〈持参〉 

22.5.26～22.6.11 

22.6.27 神戸市 

22.7.20 

～22.8.20

のうち指定

する２日 

神戸市 22.9.2 

中  級 

採用試験 

初  級 

採用試験 

〈インターネット〉 

22.8.13～22.8.25 

〈郵送〉 

22.8.13～22.9.3 

〈持参〉 

22.8.13～22.9.8 

22.9.26 

神戸市 

 

姫路市 

 

豊岡市 

22.10.25 

～22.10.29

のうち指定

する１日 

神戸市 22.11.12 

経験者 

採用試験 

（上級） 

〈インターネット〉 

22.12.3～22.12.17 

〈郵送〉 

21.12.3～22.12.21 

〈持参〉 

22.12.3～22.12.24 

23.1.9 

神戸市 

 

東京都 

22.1.29 

～23.1.30

のうち指定

する１日 

神戸市 23.2.10 
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   (ｳ) 平成22年度の各競争試験の受験資格・試験方法 

区 分 受 験 資 格 試 験 方 法 

上  級 

採用試験 

１ 次のいずれかに該当する者 

 ア 22歳～30歳（平成23年４月１日現在）

ただし、保健師は21歳～30歳、児

童福祉司は22歳～34歳、獣医師は24

歳～34歳 

 イ 21歳（平成23年４月１日現在）以下

の者で、４年制大学等を平成23年３月

31日までに卒業又は卒業見込みの者 

２ 保健師、栄養士、獣医師、薬剤師、児

童福祉司、環境科学職にあっては、免

許・資格取得者（取得見込者を含む。）

に限る。 

第１次試験 

教養試験 択一式45題（一部選択解答制） 

                            ２時間30分 

専門試験 

 事務系職種 択一式40題(一部選択解答制)

２時間 

 技術系職種(総合土木職を除く) 

     択一式40題  ２時間  

  総合土木職 択一式40題(一部選択解答制)

２時間 

論文試験 １題 1,200字  １時間30分 

第２次試験 

口述試験 

  （個別面接①、個別面接②及びプレゼン

テーション試験） 

適性検査 

中  級 

採用試験 

１ 臨床検査技師、診療放射線技師 

   21歳～26歳（平成23年４月１日現在）

２ 総合土木職 

  20歳～25歳（平成23年４月１日現在）

３ 総合土木職にあっては、大学（短期大

学を除く。）及びこれと同等と認められる

大学校等を卒業した者又は卒業する見込

みの者などその在学期間が２年を超える

者を除く。 

４ 総合土木職以外の職にあっては、免許

取得者（取得見込者を含む。）に限る。 

第１次試験 

 教養試験 択一式50題     ２時間 

専門試験  

総合土木職以外 

 択一式40題     ２時間 

  総合土木職 択一式40題(一部選択解答制)

２時間 

論文試験 １題 1,200字  １時間30分 

第２次試験 

口述試験（個別面接①及び個別面接②） 

適性検査 

初  級 

採用試験 

 18歳～24歳（平成23年４月１日現在） 

 大学（短期大学を除く。）及びこれと同等

と認められる大学校等を卒業した者又は卒

業する見込みの者などその在学期間が２年

を超える者を除く。 

 定時制・通信制高校在学中の者（既に高

卒以上の学歴を有する者を除く。）に限り、

18歳～30歳の者。 

第１次試験 

教養試験 択一式50題   ２時間 

専門試験 

    総合土木職 択一式40題(一部選択解答制)

２時間 

論文試験 １題 1,200字   １時間30分 

作文試験  

 事務系職種 １題 800字 １時間 

第２次試験 

口述試験（個別面接①及び個別面接②） 

経験者 

採用試験 

（上級） 

 28歳～34歳（平成23年４月１日現在） 第１次試験 

一般常識試験 択一式40題 ２時間 

論文試験 ２題 各900字  ２時間 

 

第2次試験 

口述試験（個別面接①、個別面接②及びプ

レゼンテーション試験） 

適性検査 
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(ｴ) 平成22年度の各競争試験の実施状況 

第１試験 試験 

区分 
職    種 

採  用 

予定数 

申込 

者数 
受験者数:A 合格者数

第 ２ 次

試  験

受験者数

最  終 

合格者 

数 : B 

競争率 

(A/B) 

採用 

者数 

辞退

者数

一 般 事 務 職 
人 

35 

  人

918

   人

635

人

121

  人

94

  人 

37 

  倍 

17.2 

  人 

29 

 人

8

警 察 事 務 職 12 148 119 42 36 14 8.5 13 1

教 育 事 務 職 20 192 154 66 62 22 7.0 19 3

保 健 師 2 25 22 6 5 2 11.0 2 0

栄 養 士 2 75 55 6 6 3 18.3 3 0

獣 医 師 5 13 11 11 9 5 2.2 4 1

薬  剤  師 6 30 22 18 16 6 3.7 5 1

児 童 福 祉 司 3 19 16 9 9 3 5.3 3 0

心 理 判 定 員 1 40 24 4 3 1 24.0 1 0

農   学   職 5 84 58 15 13 5 11.6 4 1

林   学   職 2 28 21 6 5 2 10.5 2 0

水   産   職 1 20 12 4 4 1 12.0 1 0

環 境 科 学 職 2 58 36 6 5 2 18.0 2 0

総 合 土 木 職 12 63 45 36 32 12 3.8 10 2

（ 一  般 ） 4 32 20 12 11 4 5.0 4 0建 

築 

職 （ 警  察 ） 1 2 2 2 2 1    2.0 1 0

電 気 職 1 22 11 4 3 1 11.0 1 0

小 中 学 校 事 務 職 18 181 143 60 57 20 7.2 17 3

上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
級 

計 132 1,950       1,406 428 372 141 10.0 121 20

臨 床 検 査 技 師 7 37 31 27 22 9 3.4 7 2

診 療 放 射 線 技 師 4 29 26 12 12 4 6.5 4 0

総 合 土 木 職 1 8 4 3 3 1 4.0 1 0

中 
 
級 

計 12       74 61 42 37 14 4.4 12 2

一 般 事 務 職 9 117 98 27 27 11 8.9 9 2

警 察 事 務 職 4 52 49 15 15 5 9.8 2 3

教 育 事 務 職 6 62 50 21 21 7 7.1 7 0

総 合 土 木 職 1 3 1 1 1 1 1.0 1 0

小 中 学 校 事 務 職 11 140 101 48 46 16 6.3 15 1

初 
 
 
級 

計 31 374 299 112 110 40 7.5 34 6

一 般 事 務 職 5 459 334 15 15 5 66.8 4 1

総 合 土 木 職 2 53 40 9 9 3 13.3 3 0

（
上
級
） 

経
験
者 

計 7 512 374 24 24 8 46.8 7 1

合  計 182 2,910 2,140 606 543 203 10.5 174 29
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イ 選考による採用 

    選考は、特定の者が当該職にふさわしい能力を有しているか否かを競争試験以外の方法によって判定

する手続であり、国や他の地方公共団体との人事交流や、欠員の発生などにより早急に補充する必要が

生じる職、競争試験を行っても充分な競争者が得られない職などについて行っている。 

    なお、一部の職については、公募による採用選考試験により選考候補者を決定した上で、選考を行っ

ている。 

    また、医師・歯科医師職１～２級、看護職１～４級、警察職１級の職員の選考による採用の権限は、

各任命権者に委任している。 

    

   (ｱ) 採用選考実施状況（職級別：職級毎の主な職については、69～70ページを参照） 

     人事委員会が平成22年度に採用選考を行った職員数は、次のとおりである。 

    ａ 行政職                                                             （人） 

任命権者 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 10級 特10級 計 

知事部局 
 (4) 

   6 

 

2 79 1 2 1 4 1

 

2 

 

0 

(4)

98

教育委員会 
(5) 

5 

 

0 10 0 21 17 2 0

 

0 

 

0 

(5)

55

警察本部 
 

0 

 

0 0 0 2 0 1 0

 

0 

 

0 3

病 院 局 
(10) 

10 

  

0 

 

12

 

0

 

0

 

0

 

0

 

0

  

0 

  

0 

(10)

22

計 
(19) 

21 

  

2 101 1 25 18 7 1

 

2 

 

0 

(19)

178

    ｂ 研究職                                    （人） 

任命権者 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 計 

知 事 部 局
  

 0 

(1) 

   1 

 

 0

 

 0

 

 0

(1)  

1

警 察 本 部
 

0 

(2) 

2 

 

0

 

0

 

0

 (2)

2

計 
  

0 

(3) 

   3 

 

0 0 0

 (3)

   3

    ｃ 医師・歯科医師職     （人） 

任命権者 ３級 ４級 計 

病 院 局 11    6   17

    ｄ 警察職                                             （人） 

任命権者 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 計 

警察本部 1 12 8 3 9 6 5 5 49 

※ （ ）内は公募による採用選考試験等により選考を行った者を内書きした。 

    ※ 病院局の公募による採用選考試験により選考を行った者のうち、１名は平成21年度採用選考試験

合格者（平成22年度に臨床工学技士の免許を取得） 
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(ｲ) 平成22年度職員採用選考試験実施状況 

実 施 日 職    種 区分

採用

予定

者数

受験

者数

合格

者数 

採用

者数 

辞退

者数

 

埋蔵文化財技師 

 

上級

人

1

人

51

人 

1 

人 

1 

人

0

理化学職（法医） 〃 1 31 1 1 0

理化学職（心理） 〃 1 18 1 1 0

児童自立支援専門員 〃 2 2 2 2 0

研究員（古爬虫両生類学） 〃 1 1 1 1 0

理学療法士 中級 1 16 2 
(2) 

0 
0

作業療法士 〃 3 10 4 
(1) 

3 
0

臨床工学技士 〃 3 15 3 2 1

22.8.20 

 

海技職 初級 2 8 2 1 1

22.11.17 事務職（身体に障害のある人対象） 初級 4 21 4 3 1

学芸員（近現代美術） 上級 1 34 1 1 0

作業療法士 中級 1 7 1 1 0

臨床工学技師 〃 3 19 5 
(2) 

3 
0

23.2.14 

海技職 初級 1 1 1 1 0

 合     計 25 234 29 
(5) 

21 
3

う  ち  上  級 7 137 7 7 0

う  ち  中  級 11 67 15 14 1 

う  ち  初  級 7 30 7 5 2

 ※ 理学療法士の合格者、作業療法士の合格者のうち２名及び臨床工学技士の合格者が、平成23

年度の免許取得となったため、（ ）として外書きしている。 
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(2) 職員の昇任について 

 

本県では、職員の昇任はすべて選考により行っている。 

   なお、行政職３～６級、研究職２～３級、医師・歯科医師職２級、看護職２～４級、警察職２～７級へ

の職員の昇任の権限は、各任命権者に委任している。 

  ア 平成22年度の昇任選考の状況（職級別） 

    人事委員会が平成22年度に昇任選考を行った職員数は、次のとおりである。 

(ｱ) 行政職                                 （人） 

任命権者 ７級 ８級 ９級 10級 特10級 その他 計 

知 事 部 局 111 62 33 14 2 1 223 

教育委員会 36 16 1 1 0 0 54 

警 察 本 部 3 1 0 0 0 0 4 

監 査 委 員 1 0 0 1 0 0 2 

企 業 庁 2 0 1 0 0 0 3 

病 院 局 12 4 2 0 0 0 18 

計 165 83 37 16 2 1 304 

(ｲ) 研究職                       （人） 

任命権者 ４級 ５級 計 

知 事 部 局 6 11 17

警 察 本 部 0 1 1

計 6 12 18

(ｳ) 医師・歯科医師職         （人） 

任命権者 ３級 ４級 計 

知 事 部 局 2 2 4

病 院 局 20 11 31

計 22 13 35

(ｴ) 看護職                           （人） 

任命権者 ５級 ６級 ７級 計 

病 院 局 2 0 1 3

(ｵ) 警察職              （人） 

任命権者 ８級 ９級 計 

警 察 本 部 35 26 61

 

(3) 広報等の取り組みについて 

優秀な人材を広く募集するため、様々な広報活動等を行っている。 

 

ア 説明会の実施 

   (ｱ) 大学等での試験説明会 

京阪神地域や、関東・東海・中国・四国ブロック等の大学に職員が出向き、県政や試験制度、勤務条

件等について説明を行う試験説明会（学外者も参加可能）を実施している。 

a  京阪神地域：平成22年度は延べ21箇所で開催し、793人が参加した。 

b  京阪神地域以外：平成22年度は延べ８箇所で開催し、159人が参加した。 
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   (ｲ) 職員ガイダンス 

受験希望者を対象に、県政や試験制度、勤務条件等についての説明のほか、職種別の業務説明や職場

見学を行うガイダンスを実施している。 
 

対 象 実施日 参加人数 

 

上級採用試験受験者対象 

 

22.11.5 

22.11.8 

22.11.9 

人

394 

中級・初級採用試験受験者対象 22.7.30 
人

69 

 

   (ｳ) 企業主催の就職説明会への出展等 

民間企業主催による企業就職説明会や公務員予備校主催の説明会に参加し、県政と県職員の魅力 

をＰＲした。 

区 分 実施回数等 参加人数 

 

企業主催の就職説明会 

 

神戸市内 1回 

大阪市内1回 

京都市内1回 

人

332 

公務員予備校での説明会 
神戸市内2回 

大阪市内1回 

人

152 

  

  イ 兵庫県ホームページ「採用試験ページ」の運営 

・ 動画による知事メッセージをはじめ、採用試験情報、職種や部局の紹介、職員メッセージ等により、

試験や兵庫県に関する情報提供を行っている。平成22年度は約17万件のアクセスがあった。 

・ 上級、中・初級、経験者採用試験及び身体に障害のある人を対象とする採用選考の受験申込書をダ

ウンロードし、郵送又は持参により申し込めるようにしている。平成22年度はこれによる申込者数が

927人で、申込者数全体の31.5％を占めた。また、本ホームページから兵庫県電子申請システムに接続

し、インターネットによる受験申込みが可能となっている。平成22年度はこれによる申込者が1,060

人で、申込者数全体の36.1％を占めた。 

 

ウ メールマガジン「兵庫県職員採用情報」の配信 

採用試験の受験案内をはじめ、大学説明会、職員ガイダンスの開催案内など、最新の情報を配信して

いる。 

平成22年度は15回の配信を行い、発行部数は約2,600部である。 
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（参考） 

行政職級表 

級 該当の職 

２級 定型的な業務を行う職 

３級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職 

４級 主任の職など 

５級 主査、地方機関の課長補佐の職など 

６級 本庁の課長補佐及び係長の職、地方機関の課長の職など 

７級 本庁の室長、副課長及び主幹の職、地方機関の副所長及び主幹の職など 

８級 
本庁の課長の職又は困難な業務を所掌する室長の職、地方機関の長の職又は県民局の所長の

職など 

９級 本庁の局長の職、困難な業務を所掌する地方機関の長の職又は県民局の副局長の職など 

10級 本庁の部長の職又は困難な業務を所掌する局長の職、県民局長の職など 

特10級 理事の職など 

 

研究職級表 

級 該当の職 

１級 上級の研究員の指導監督の下に補助的研究を行う職 

２級 研究員の職など 

３級 試験研究機関の課長の職など 

４級 試験研究機関の長の職、高度の試験研究を行う試験研究機関の部の次長の職など 

５級 高度の試験研究を行う試験研究機関の長、次長及び部長の職など 

 

医師・歯科医師職級表 

級 該当の職 

１級 医療業務を行う職 

２級 地方機関の医長の職など 

３級 地方機関の長の職など 

４級 複雑、困難な業務を所掌する地方機関の長の職など 
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看護職級表 

級 該当の職 

１級 准看護師の職 

２級 看護師の職など 

３級 主任の職など 

４級 地方機関の課長の職、主査の職など 

５級 地方機関の副所長の職など 

６級 地方機関の長の職など 

７級 複雑、困難な業務を所掌する地方機関の長の職など 

 

警察職級表 

級 該当の職 

１級 巡査の行う職 

２級 巡査長の行う職など 

３級 主任の職、相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う巡査長の職など 

４級 係長の職、困難な業務を行う主任の職など 

５級 上席係長の職など 

６級 警察本部の課長補佐の職、警察署の課長の職など 

７級 困難な業務を行う警察本部の課長補佐の職、困難な業務を行う警察署の課長の職など 

８級 警察本部の次席の職、警察署の副署長の職など 

９級 警察本部の課長の職、警察署の署長の職など 
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Ⅲ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況 

 

職員の勤務条件に関する措置の要求に関する規則（昭和39年人事委員会規則第15号）に基づき、人事委員会

に対して行われた措置要求の平成22年度における係属及び処理状況は次表のとおりであり、平成22年度新規要

求はなかった。 

 

平成22年度 

区   分 

平成21年度末 

（22.3.31） 

係属件数 新規要求件数 終結件数 

平成22年度末 

（23.3.31） 

係属件数 

給  与 0 0 0 0

勤務時間 0 0 0 0

休  暇 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0

計 0 0 0 0

 

Ⅳ 職員に対する不利益な処分についての不服申立ての状況 

 

不服申立審査規則（平成10年人事委員会規則第7号）に基づき、人事委員会に対して行われた不服申立ての平

成22年度の係属及び処理状況は次表のとおりであり、平成21年度からの繰越係属件数は３件、平成22年度にお

ける新規申立件数は０件の計３件であり、うち２件が平成22年度中に終結し、うち１件が平成23年度に繰り越

した。 

  

平成22年度 

区   分 

平成21年度末 

（22.3.31） 

係属件数 申立件数 終結件数 

平成22年度末 

（23.3.31） 

係属件数 

平成22年度 

口頭審理 

開催回数 

免 職 1 0 0 1 2

休 職 0 0 0 0 0

降 任 0 0 0 0 0

分

限

処

分 
降 給 0 0 0 0 0

免 職 2 0 2 0 5

停 職 0 0 0 0 0

減 給 0 0 0 0 0

懲

戒

処

分 
戒 告 0 0 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0

計 3 0 2 1 7
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